
１　担当課等による自己評価

28年度 29年度 30年度 31年度
(1)相談体制・
情報提供の充
実

①相談体制の充実
②障がい者ケアマネジメント体制の
構築・確立
③情報提供の充実

1.63 1.50 1.75 1.78

①：市内で指定障害児相談支援事業所が1箇所廃止された。
③：市ホームページの市内障害福祉サービス等事業所紹介記事について、対象事業所及び記事内容の大幅な充実を
図るとともに、障害福祉課窓口に専用ラックを購入・設置し、事業所パンフ類の常時設置を開始した。図書館で
は、障がいのある方への図書貸出数が前年度の約1.3倍（693→902点）増加した。

(2)権利擁護体
制の充実

①権利擁護施策の推進
②当事者参画の促進
③選挙における配慮の実施
④障がい者虐待防止対策の推進 1.86 2.00 1.96 1.96

①：人権相談、人権教室等の事業を実施したほか、成年後見の市長申立を2件実施した（前年度は1件）。
②：障害者計画等策定委員会を設置し、障がい当事者や家族、事業者等の意見を踏まえて障害者計画の中間見直し
及び次期障害・障害児福祉計画の策定を進める体制を整えた。また、進捗管理においては地域自立支援協議会の評
価を仰いだ。
③：平成31年4月実施の統一地方選挙において、スロープ設置、点字掲示、代理投票等の配慮を行った。
④：家庭等における暴力対策ネットワーク会議の開催（DV・高齢・障害部会6回、児童部会6回、代表者会議2回）
及び障がい者虐待に係る相談対応等を実施した。

(3)福祉サービ
スの充実と支
援施設の整備

①指定障害福祉サービス等の充実
②地域生活支援事業の充実

1.71 1.63 1.63 2.17

①：指定障害福祉サービス及び障害児通所支援の延べ利用件数はH28～30年度に引続き前年度を上回った（4,371→
5,196件及び4,516→4,653件）。補装具の支給件数は前年度並み（90→88件）だった。
②：整備を進めてきた地域生活支援拠点等について、前年度末の中核施設建設完了後、設置事業者との協議を進
め、令和元年10月に市として認定し、緊急時の相談・受入れ体制の運用を開始した。

(4)保健・医療
サービスの充
実

①早期発見・療育の体制の充実
②保健サービスの充実
③医療につなげる支援の充実

1.88 1.84 1.88 1.78

①：1歳6か月児及び3歳児健康診査の受診率はほぼ前年度と同程度（それぞれ97%、93%）だった。また、こども発
達センターの契約者数は前年度並みだったが、保護者のニーズが多様化し、他の障害児通所支援事業所との併用者
も増えたことから、集団指導の利用児童数は前年度より減少した（111→80人）。一方、個別指導の利用児童数は
増加した（179→204人）。
②：特定健診及びがん検診は前年と同じ日数（30日、102日）実施した。
③：電話・面接による健康相談の件数は前年度を下回った（25→19件）。

(1)障がい児の
保育・教育の
充実

①早期療育・保育の充実
②学校教育（特別支援教育）の推進
③インクルーシブ教育システムの推
進
④放課後対策の充実

2.18 2.14 2.18 2.16

②：前年度に引続き、個別支援学級を市内全小中学校に設置した。また、児童生徒の実態に応じ、個別支援学級介
助員を前年度と同数（23人）配置した。
③：市内各校で障がいの理解、福祉教育を指導したほか、各学校が計画を立て交流教育を行った。
④：学童保育では、条例改正により昨年度から特別支援学校就学児童も受入れ対象とした。利用者数は大きく増加
している（29年度6人→30年度12人→31年度25人）。

(2)就労の支
援・促進

①一般就労の促進
②福祉的就労の促進 2.05 2.05 2.15 2.24

①：前年度に引続き、就労支援員の配置、職場実習奨励金の交付、チャレンジドオフィスの運営等による支援を
行った。
②：令和2年1月、市内に就労継続支援B型事業所が新たに設置され、受入れを開始した。

白井市障害者計画2016-2025　結果概要（平成31年度）

　各事業等における実施事項に対し担当課等が自己評価を行い、施策の方向ごとにそれらの平均点を算出しました。

１ 地域
での自立
生活への
支援の推
進

平成31年度の主な実施事項、前年度からの変化等

２　社会
参加の支
援・促進

［自己評価の配点］（満点：3点）
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点

施　策施策の方向基本目標
自己評価平均点
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28年度 29年度 30年度 31年度
平成31年度の主な実施事項、前年度からの変化等施　策施策の方向基本目標

自己評価平均点

(3)各種活動の
支援・促進

①外出、コミュニケーション支援施
策の推進
②スポーツ・文化芸術活動等の促進
③当事者団体等の育成・支援 1.47 1.33 1.79 1.64

①：印西市、栄町と共同実施している手話奉仕員養成研修事業について、平成30、31年度は白井市開催となったと
ころ、本市からの受講者が前年度より大幅に増えた（前期修了：28年度2人→30年度8人、後期修了：29年度3人→
31年度14人）。
②：ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツへの障がい当事者の参加数は、平成29、30年度は60人台だったが、
31年度は減少し56人となった。
③：当事者団体等の活動による市障害者地域活動支援センター貸室利用の時間数は、庁舎整備工事の終了に伴い大
幅に増加した前年度に比べやや減少した（2,887→2,614h）。

(1)福祉活動の
促進

①啓発活動の充実
②ボランティア、ＮＰＯ活動の促進

1.65 1.66 2.06 1.85

①：障害者週間に合わせ、広報しろい12月1日号に、ヘルプマークの紹介等、障がいの理解のための啓発記事を掲
載した。
②：ボランティアセンターにおけるボランティア参加延べ人数は、団体活動が前年度の実績を上回った（団体
33,933→35,302人日、個人8,573→8,573人日）。一方、新型コロナウイルス感染拡大を受けて、社会福祉協議会が
実施する精神保健福祉ボランティア養成講座が中止を余儀なくされた。また、点字ボランティア養成講座と初級朗
読講習会は、平成31年度から隔年実施とした。

(2)バリアフ
リー、ユニ
バーサルデザ
インの推進

①外出環境の整備（福祉のまちづく
り）
②住宅バリアフリーの促進 1.83 1.81 1.89 1.44

①：七次台中学校校舎で多目的トイレの設置を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大の影響により次年度
に繰越となった。また、道路のバリアフリー化については、平成31年度の施工はなかった。
②：身体障害者住宅改造費助成の利用件数は例年並みだった（H29年度1件、30年度3件、31年度2件）。

(3)防災・防犯
等対策の推進

①防災・防犯等対策の推進
②消費生活相談の実施 1.63 2.00 1.96 1.97

①：災害時要援護者避難支援プラン全体計画の修正及び避難行動要支援者名簿の配布準備が完了した。
②：概ね例年と同程度の相談件数があった（30年度415件→31年度379件）。

1.79 1.80 1.92 1.90

２　令和２年度以降の見通し

　２-（３）に含まれる施策・事業については、令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大の影響を大きく受けるものが多くなっていますが、障がいのある方の活動の場や手段を可能な
限り確保していくため、状況を注視しながら、地域生活支援事業や地域活動支援センター事業を中心として支援を提供していきます。

　３-（２）については、公共施設等の整備や改修の有無に自己評価が大きく左右される面がありますが、それらの事業を行う際には、バリアフリー法、千葉県福祉のまちづくり条例等を
初めとする法令・基準を順守します。また、民間建築物に対する福祉的配慮の要請、循環バスの運行、身体障害者等住宅改造費の助成等のソフト事業についても着実に実施していきま
す。

　前回（平成30年度）の自己評価が低かった１-（１）「相談体制・情報提供の充実」及び１-（３）「福祉サービスの充実と支援施設の整備」のうち、１-（１）については前回に引続き
一定程度の改善が図られ、１-（３）についても地域生活支援拠点等の運用開始があり大きく改善しました。しかし、３-（２）「バリアフリー、ユニバーサルデザインの推進」の評価が
大きく下がって最下位となり、また、前回改善が見られた２-（３）「各種活動の支援・促進」についても再び下がって２番目に低い評価に留まりました。このため、これらの施策を中心
に、引続き改善を図ります。

（平　均）

２　社会
参加の支
援・促進

３　快適
で人にや
さしいま
ちづくり
の推進



基 本 目 標

内 容

施策の方向

内 容

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度
1 ○ 保健福祉相談

の充実
　関係各課・関係機関と必要に応じて連携・調整を図りなが
ら、保健福祉に関する総合相談を実施します。 2.00 2.00 2.00 2.00

2 ○ 一般相談の充
実

　市内２か所の相談場所を中心に、障がいのある人と家族等か
らの一般相談に対応していく体制を充実させます。 0.00 0.00 2.00 2.00

3 ○ 「基幹相談支
援センター」
の設置

　基幹相談支援センターについての検討を進め、第４期障害福
祉計画期間中に設置し、困難事例や虐待防止の対応の充実など
を図ります。

0.00 0.00 1.00 1.00

4 ○ 訪問相談体制
の充実

　保健師等が障がいのある人、難病患者の自宅や通所している
市内の事業所等を訪問し、健康管理に必要な相談・保健指導や
家族の健康管理、生活および社会復帰に関する相談を行いま
す。

1.00 2.00 2.00 1.00

5 ○ サービス利用
相談・支援体
制の充実

　利用者が自立支援サービスをはじめとした各種サービスを適
切に利用できるよう、制度や事業所の紹介などを実施するとと
もに、相談支援事業所への委託について検討し、相談・支援体
制のいっそうの充実を図ります。

2.00 1.00 2.50 1.00

6 ○ 「こころの相
談」の実施

　精神科医師や精神保健福祉士によるこころの相談を実施しま
す。 2.00 2.00 1.50 1.00

7 ○ 発達障がい相
談体制の整備
等

　発達障がいに関して相談を希望する方が地域で相談できる支
援体制の拡充を図ります。また、県が設置している発達障害者
支援センターＣＡＳ（キャス）と連携・活用して発達障がいの
早期発見・早期支援に努め、必要に応じた情報提供を行ってい
きます。

2.00 2.00 2.00 2.00

8 ○ 障がい者ケア
マネジメント
体制の確立

　指定相談支援事業者に関する情報の提供に努め、在宅の障が
い当事者等が相談・利用しやすいケアマネジメント体制の確立
に努めます。

2.00 2.00 2.00 2.00

9 ○ ケアマネジメ
ント担当者の
育成

　障がいのある人のケアマネジメントを行う相談支援専門員の
育成を図るため、専門員を雇用する相談支援事業所への支援等
に努めます。

2.00 2.00 2.00 2.00

③情報提供
の充実

10 - パソコン講座
の実施

　身体障害者福祉センターで３障がい（身体・知的・精神）の
人を対象に実施しているパソコン講座を継続し、障がいのある
人および家族の情報取得技術の向上を図ります。

2.00 2.00 2.00 2.00

11 - 情報バリアフ
リーの促進

　ＩＣＴの急速な進展に対応するため、各種講習会、講座の開
催などによる障がいのある人の技能の向上と、障がいのない人
との情報格差（デジタルデバイド）の縮小を図ります。

2.00 2.00 2.00 2.00

12 - ホームページ
のアクセシビ
リティ（利用
しやすさ）の
向上

　視覚（色覚）障がい者が市ホームページを閲覧しやすいよ
う、ホームページ閲覧支援ツール（文字サイズ変更・音声読み
上げ・背景色変更）の導入を継続します。 2.00 2.00 2.00 2.00

13 - 視覚障がい者
に配慮した情
報提供の充実

　行政文書について、印刷物だけでなく、ＣＤなど音声による
媒体の作成に努め、視覚障がいのある人への情報提供を充実さ
せます。 2.00 2.00 2.00 2.00

14 - 図書館での
サービスにつ
いての情報の
提供

視覚障がい者、肢体不自由者などの図書館の利用が困難な市民
へ、書籍の宅配、朗読テープ作成、代読など実施しているサー
ビスについての必要な情報提供を行うとともに、その読書要求
に応えます。

3.00 1.00 1.00 3.00

15 ○ 高次脳機能障
がい者への支
援

　県で実施する高次脳機能障がい者への支援の取り組み（県高
次脳機能障害支援拠点機関等）を活用しながら、関係機関との
連絡調整や情報提供などに努めます。

2.00 2.00 2.00 2.00

16 ○ サービス情報
の周知

　福祉サービスの情報をより的確に利用希望者に伝えるため、
広報紙、しろい保健福祉ガイドブックや個別通知等の従来の情
報提供手段に加えて、携帯電話向けホームページや登録者への
メール配信サービスによる情報提供を推進します。

0.00 0.00 0.00 1.50

1.63 1.50 1.75 1.78

施策

白井市障害者計画2016-2025　自己評価集計表（平成31年度）

通番 事業等 左記の内容

平均点

重点
取組

　各種相談・情報提供の体制の充実に努めるとともに、適切なサービスの効果的な利用を促進するため、障がいのある人についてのケアマ
ネジメントの充実を図ります。

（１）相談体制・情報提供の充実

　住み慣れた地域で安心して、その人らしく自立して暮らしていけるよう、地域生活の基盤の充実に努め、障がいがあっても健康に暮らせ
るまちづくりを進めます。

１ 地域での自立生活への支援の推進

②障がい者
ケアマネジ
メント体制
の構築・確
立

①相談体制
の充実

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点

自己評価平均点（満点:3点）※
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度
①権利擁護
施策の推進

17 ○ 人権擁護のた
めの活動の強
化

　人権意識の普及高揚を図るための啓発や人権擁護委員による
人権相談を実施します。また、障がいのある人の人権を守るた
めの各種施策を行います。 2.00 2.00 1.75 1.75

18 ○ 「成年後見制
度」の普及

　意思表示が困難な障がいのある人の権利を擁護するため、成
年後見制度やその相談窓口の普及と利用の支援に努めます。

2.00 2.00 2.00 2.00

19 ○ 「日常生活自
立支援事業」
の推進

　在宅で日常生活を送る上で十分な判断ができない方や体の自
由がきかない方が地域で安心して生活できるように支援する日
常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業）を推進します。 2.00 2.00 2.00 2.00

20 - 苦情対応の実
施

　福祉サービス利用者への支援の中で利用に関する苦情に適切
に対応できるよう、地域の各関係機関と協力して利用者の意向
を的確に把握し、苦情の解決に努めるとともに、必要に応じて
サービス提供事業者に助言や指導を行います。

2.00 2.00 2.00 2.00

②当事者参
画の促進

21 - まちづくりへ
の参画の促進

　障がいのある人からの情報や意見等を聴くために市政懇談会
を開催するほか、各種シンポジウムおよび講演会に障がいのあ
る人の参加を促し、市政への参画を促進します。
　また、障がいのある人やその家族、障がい者支援事業所等の
意見等を各種施策に的確に反映させるため、市と関係者が協働
で計画の策定や進捗状況の把握に努めます。

1.00 2.00 2.00 2.00

③選挙にお
ける配慮の
実施

22 - 投票しやすい
環境の整備

　各投票所に簡易スロープ、点字器、点字氏名掲示、車いす、
老眼鏡、文鎮などを設置するとともに、必要に応じて職員が代
理投票（本人の意思を２人の職員で確認したうえで代筆する）
を行い、障がいのある有権者が投票しやすい環境づくりを進め
ます。

2.00 2.00 2.00 2.00

④障がい者
虐待防止対
策の推進

23 - 障がいのある
人の虐待防止
等対策

　障がいのある人への虐待について、家庭等における暴力対策
ネットワーク会議に基づいた対応や相談・支援により、虐待の
防止、早期発見・早期対応に努めます。 2.00 2.00 2.00 2.00

1.86 2.00 1.96 1.96

事業等
重点
取組

　生活のさまざまな場面で権利を侵害されやすい障がいのある人が、安心して地域自立生活を送れるよう、その権利の擁護に努めます。
（２）権利擁護体制の充実
１ 地域での自立生活への支援の推進

施策 左記の内容
自己評価平均点（満点:3点）※

通番

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点

平均点
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

①指定障害
福祉サービ
ス等の充実

24 - 指定障害福祉
サービスの推
進

　障がいのある人の自立の支援・促進や介護者・支援者の負担
の軽減を図るため、障害者総合支援法に基づく指定障害福祉
サービスに属する各事業の推進を図ります。 2.00 2.00 2.00 2.00

25 - 補装具費の支
給

　身体上の障がいを補い、日常生活を容易にする補装具の費用
を給付し、自立生活の支援・充実を図ります。

2.00 2.00 2.00 2.00

26 - 身体障害者福
祉センターの
充実

　地域生活をしている障がいのある人が身体機能を維持し、他
者との交流を図っていきいきとした生活を送れるよう、定期的
な講座やパソコン開放、理学療法士による相談の実施、就労し
ている障がいのある人の仲間づくりの場の提供など身体障害者
福祉センター事業の充実に努めます。

2.00 2.50 2.00 2.00

27 ○ 地域生活支援
拠点の整備

第４期障害福祉計画についての国の基本指針で示された地域生
活支援拠点等を整備し、地域における相談、体験の機会や場の
整備、緊急時の障がいのある人等の受け入れ・対応、人材の確
保・養成などの機能の提供を図ります。

1.00 0.00 0.00 3.00

②地域生活
支援事業の
充実

28 ○ 地域生活支援
事業の推進

　地域で暮らす障がいのある人の自立・日常生活の支援、およ
び介護者の負担の軽減のため、個々のニーズに合った移動支援
や意思疎通支援（手話通訳派遣）、日中一時支援、日常生活用
具給付などの地域生活支援事業の推進を図ります。 1.25 1.25 1.75 2.00

29 - 小児慢性特定
疾患児の日常
生活用具の給
付

　小児慢性特定疾患児に特殊寝台等の日常生活用具を給付する
ことにより、日常生活の便宜を図ります。

2.00 2.00 2.00 2.00

1.71 1.63 1.63 2.17

１ 地域での自立生活への支援の推進

自己評価平均点（満点:3点）※
施策 通番 事業等 左記の内容

（３）福祉サービスの充実と支援施設の整備
　障がい福祉サービスの質の向上や充実に努めるとともに、身体障害者福祉センターの充実や新たな地域生活支援拠点等の整備を図りま
す。

重点
取組

平均点

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

①早期発
見・療育の
体制の充実

30 - 母子保健事業
の推進

　新生児訪問、乳児育児相談、１歳６か月および３歳児健康診
査の際に医師等による内科診察・健康相談等を行い、疾病や精
神・運動発達の遅れを早期に発見して、事後指導・健康相談の
充実を図ります。

2.00 1.75 2.00 2.00

31 - 療育システム
の充実

　障がいのある乳幼児やその保護者が、必要な支援を一貫して
継続的に受けられるようにするため、関係機関と連携を図り、
ライフサポートファイルを活用するなどして、体制の整備・充
実に努めます。

2.50 2.50 2.00 2.00

32 - 療育相談・指
導の実施

　発達障がい児および発達障がいの疑いのある児童を対象に、
基本的な生活習慣や理解力、言語、社会性を習得できるよう、
療育・医療相談、個別指導・グループ指導等個々に必要な指導
や支援を行い、心身の発達を促進・支援します。 2.00 2.00 2.00 1.75

②保健サー
ビスの充実

33 - 各種健（検）
診事業の実施

　障がいがあっても受診しやすい環境づくりを心がけ、各種が
ん検診および特定健康診査等を受診し、自らの健康管理に役立
てることができるよう図ります。 2.00 2.00 2.00 2.00

34 - 歯科口腔保健
の推進

　障がい者（児）の口腔機能を維持するため、歯科保健指導や
歯科健康診査を実施します。

2.00 2.00 2.00 2.00

③医療につ
なげる支援
の充実

35 - 生活習慣病予
防の推進

　健（検）診の後に、その結果に応じた生活習慣病予防に関す
る情報を提供し医療につなげる支援を行います。

2.00 2.00 2.00 2.00

36 - 健康相談の実
施

　障がいのある人、難病患者およびその家族を対象に、関係機
関等との連携により健康問題に関する相談を実施し、適切な医
療が受けられるよう支援します。 0.50 0.50 1.00 0.50

37 - 医療機関情報
等の提供

　市民が病院の場所や診療時間、休診日、急病時の対応などを
知り、安心して生活を送れるよう、広報紙、ホームページ、健
康カレンダー等で医療機関等の情報を提供します。 2.00 2.00 2.00 2.00

1.88 1.84 1.88 1.78

施策 通番 事業等 左記の内容
自己評価平均点（満点:3点）※重点

取組

平均点

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点

１ 地域での自立生活への支援の推進
（４）保健・医療サービスの充実
　身体障がい等の発生予防や身体、知的、精神３障がい等の早期発見・早期対応に努めるとともに、障がいの特性をふまえ個別のニーズに
対応できるよう、知的障がい者等の療育体制の整備に努めます。また、保健サービスの充実や、その結果に応じた医療につなげる支援の実
施を図ります。
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基 本 目 標

内 容

施策の方向

内 容

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

①早期療
育・保育の
充実

38 - 療育システム
の充実〔31の
再掲〕

　障がいのある乳幼児やその保護者が、必要な支援を一貫して
継続的に受けられるようにするため、関係機関と連携を図り、
ライフサポートファイルを活用するなどして、体制の整備・充
実に努めます。

2.50 2.50 2.00 2.00

39 - 療育相談・指
導の実施〔32
の再掲〕

　発達障がい児および発達障がいの疑いのある児童を対象に、
基本的な生活習慣や理解力、言語、社会性を習得できるよう、
療育・医療相談、個別指導・グループ指導等個々に必要な指導
や支援を行い、心身の発達を促進・支援します。

2.00 2.00 2.00 1.75

40 - 保育園におけ
る受け入れの
推進

　公立保育園における障がい児の入所受け入れ体制の充実に努
め、障がい児が自立していけるよう一人ひとりの個性や適性に
応じた保育を行います。 2.00 2.00 2.00 2.00

②学校教育
（特別支援
教育）の推
進

41 - 就学相談の充
実

　一人ひとりの障がい、能力、適性等に応じた教育ができるよ
う、就学指導委員会など相談体制の整備を図り、適切な就学相
談を行います。 2.00 2.00 2.00 2.00

42 - 通級指導の充
実

　言語に軽度の障がいのある児童が、ほとんどの授業を通常の
学級で受けながら障がいの状態に応じて特別な指導を受けるこ
とができる通級指導教室の充実を図るとともに、通級指導教室
に自家用車で通う児童の保護者にガソリン代の補助を行いま
す。

2.50 2.00 2.00 2.00

43 - 個別支援学級
の充実

　障がいの種類や程度に応じた教育ができるよう、施設・設備
の充実や学級の開設を図り、必要に応じて介助員を配置しま
す。

3.00 3.00 3.00 3.00

44 - 教職員の研修
の充実

　教職員の障がい者（児）理解を深めるため、研修等の充実を
図ります。
　また、個別支援学級の担任について各種研修を充実させ、担
当教諭の資質の向上に努めます。

2.00 2.00 2.00 2.00

③インク
ルーシブ教
育システム
の推進

45 - 交流教育の充
実

　各学校の計画に基づき、障がいのある児童・生徒と障がいの
ない児童・生徒との交流教育を推進します。

2.00 2.00 2.00 2.00

46 - 障がい者理解
の促進

小中学校において、障がい者理解のため、ボランティア活動や
福祉活動などの充実を図るとともに、障がい者理解の学習や障
がいのある人との交流教育を進めるなどの福祉教育を推進しま
す。

2.00 2.00 2.00 2.00

④放課後対
策の充実

47 - 学童保育への
受け入れ体制
の整備

　指導員を加配して障がいのある児童を学童保育所で受け入
れ、健全育成を図ります。

2.00 2.00 3.00 3.00

48 - 放課後対策事
業の実施

　特別支援学校通学児など障がいのある中高生に放課後の活動
場所を提供するため、障害者支援センターでの受け入れ（放課
後等児童デイサービス事業）を実施します。 2.00 2.00 2.00 2.00

2.18 2.14 2.18 2.16平均点

自己評価平均点（満点:3点）※
施策 通番 事業等 左記の内容

重点
取組

（１）障がい児の保育・教育の充実
　障がいのある子どもたちが、地域の中で社会に参加しながら自分らしく自立して暮らしていくことができるよう、障がいの特性や状況に
応じた保育・教育体制の整備・充実に努めます。

２　社会参加の支援・促進
　地域社会の一員として、生きがいを持って暮らしていけるよう、さまざまな社会活動・地域活動への参加を支援・促進していきます。

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

①一般就労
の促進

49 - 障がい者雇用
への理解の促
進

　障がい者雇用の義務、障がいのある人の職業の安定について
中小企業等の事業主へ周知するとともに、各種支援・助成制度
の活用や優遇措置についても周知を図ります。 2.00 2.00 2.00 2.00

50 - 連携の推進・
強化

　国・県（公共職業安定所）との連携を推進・強化し、相談と
情報提供など、きめ細やかで親切かつ適切な対応を図ります。
また、特別支援学校、職業訓練校、事業主等の関係機関と連携
することにより、相談や指導の体制を支援します。

2.00 2.00 2.25 2.00

51 - 就労・生活支
援機能の整備

　地域生活支援センターなど地域の核となる施設に相談支援事
業を委託し、障がいのある人の就労に関する相談に生活全般の
問題も含めて対応・調整できるよう、相談機能の充実を図りま
す。

2.00 2.00 2.00 2.00

52 - 一般就労の支
援

　就労支援員を設置し、一般就労に向けた職場実習や体験の機
会を提供します。特に市役所での職場実習がより多くの部署で
実施できるよう、研修等により、各課職員の理解の促進に努め
ます。

2.00 2.00 2.00 2.00

53 - 公共機関にお
ける障がい者
雇用の推進

　市役所、図書館などの公共施設において、障がいのある人の
雇用を推進し、法定雇用率以上の雇用に努めます。

3.00 3.00 2.50 3.00

②福祉的就
労の促進

54 - 福祉施設の整
備の推進

　地域自立支援協議会と連携を図りながら、通所事業所の整備
に努めるとともに、グループホーム、地域活動支援センター
（地域生活支援センター）等の福祉施設の整備の支援を行いま
す。

2.33 1.33 2.33 2.67

55 - 「優先調達」
の推進

　白井市障害者就労施設等からの物品等の調達方針の内容を、
調達実績とともに公表します。また、市の各部課に市内就労施
設等が供給できる物品等について情報提供し、物品等調達額の
増加に努めます。

1.00 2.00 2.00 2.00

2.05 2.05 2.15 2.24

施策 通番 事業等 左記の内容
自己評価平均点（満点:3点）※重点

取組

平均点

２　社会参加の支援・促進
（２）就労の支援・促進
　関係機関等との連携を図りながら、障がいの種類や程度に応じた就労の支援、就労機会の充実に努めます。

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

56 - 外出支援対策
の推進

　障がいのある人の外出機会を拡大するため、福祉タクシー事
業や地域生活支援事業の移動支援事業・意思疎通支援事業の推
進のほか、福祉車両の貸し出しや通院の送迎など地域のニーズ
に合ったサービスの推進を図ります。

1.80 2.00 2.00 2.20

57 - 多様な活動機
会の提供

　障がいのある人のニーズに合わせてコミュニケーション支援
の事業、ボランティア活動などを活用してガイドヘルパー、手
話通訳者等介助者・支援者を派遣し、さまざまな活動に参加す
る機会の提供を図ります。

2.00 2.00 2.00 1.80

②スポー
ツ・文化芸
術活動等の
促進

58 - スポーツ・文
化等活動の支
援・促進

　障がいのある人も気軽に参加しやすい行事、講座、教室など
障がいのある人のスポーツ・文化芸術・レクリエーション活動
を支援・促進し、指導者の育成、施設のバリアフリー化、学校
体育施設の開放、サークル活動への参加相談、援助者の配置、
外出の支援など障がいのある人の社会参加・利用促進を図りま
す。

2.00 1.80 1.50 1.50

59 - 「ふれあい広
場チャレンジ
パーソンス
ポーツ」の推
進

　市と他団体との共同で開催している「ふれあい広場チャレン
ジパーソンスポーツ」への障がい当事者の参加を促進し、社会
参加の実現を図ります。 2.00 2.00 2.00 1.00

③当事者団
体等の育
成・支援

60 - 障がい者団体
の育成・支援

　身体障害者福祉センター、地域福祉センターを中心として、
障がい者関連団体の活動の場の提供や育成を図ります。

2.00 1.00 2.00 2.00

61 - 団体間のネッ
トワークづく
りの支援

　当事者団体相互の連携の強化とネットワークづくりを支援し
ます。

0.50 0.50 1.00 1.00

62 - 家族への支援 　障がいのある人の家族について、団体に属しているかいない
かにかかわらず、相談等、支援に努めます。

0.00 0.00 2.00 2.00

1.47 1.33 1.79 1.64

施策 通番 事業等 左記の内容
重点
取組

①外出、コ
ミュニケー
ション支援
施策の推進

　障がいのある人も気軽に参加できるようなスポーツ、文化芸術、レクリエーション活動の充実、サークル活動などの自主的な活動への支
援を図ります。

２　社会参加の支援・促進
（３）各種活動の支援・促進

自己評価平均点（満点:3点）※

平均点

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点
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基 本 目 標

内 容

施策の方向

内 容

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

①啓発活動
の充実

63 - 理解の啓発推
進

　市民に障がいや障がいのある人への理解のための情報を、広
報紙、ホームページ等への掲載や講演会・研修会等の開催、福
祉サマースクールなどによって提供し、理解についての普及啓
発の推進を図ります。

2.00 2.00 2.00 1.43

64 - 障害者週間行
事の開催

　障害者週間（12月３日～９日）に合わせて、障害者週間行事
の開催に取り組みます。

0.00 0.00 2.00 1.00

65 - 職員等の研修
機会の充実

　職員および教職員を対象とした、障がい・障がいのある人に
関する研修への参加の機会を設け、その充実を図ります。

1.80 1.80 1.80 2.00

66 - 障がい者理解
の促進〔46の
再掲〕

　小中学校において、障がい者理解のため、ボランティア活動
や福祉活動などの充実を図るとともに、障がい者理解の学習や
障がいのある人との交流教育を進めるなどの福祉教育を推進し
ます。

2.00 2.00 2.00 2.00

②ボラン
ティア、Ｎ
ＰＯ活動の
促進

67 - ボランティア
センター活動
の強化

　ボランティア活動や福祉ＮＰＯ活動を支援するとともに、ボ
ランティアを必要とする人との間をつなぐボランティアセン
ターの充実を図ります。 2.00 2.00 2.00 2.00

68 - ボランティア
の育成

　ボランティアセンターなどにおいて障がいのある人とのコ
ミュニケーションの方法、人権擁護意識についての学習等専門
的な研修等を行い、多様なニーズに対応できるようボランティ
アの育成を図ります。また、活動しやすい環境づくりを進めな
がら、組織的な活動になっていくように支援し、地域に根づい
た継続的な活動の促進を図ります。

2.00 2.00 2.20 1.50

69 - ボランティア
情報の充実

　広報紙「社協しろい」やホームページ、ボランティアセン
ター情報紙で障がい者ニーズ等の紹介を行い、住民啓発とボラ
ンティア登録者の増強を図ります。また、手話・朗読等の障が
い者関連の各種講座の開催につき、広く情報提供を図ります。

2.00 2.00 2.00 2.00

70 - 地域ぐるみ福
祉ネットワー
ク事業の促進

　地区社会福祉協議会（市内７地区）による「いきいきサロ
ン」など、地域の特性を活かした地域ぐるみ福祉ネットワーク
の促進を図ります。 1.40 1.50 2.50 2.90

1.65 1.66 2.06 1.85

重点
取組

施策 通番 事業等 左記の内容

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点

平均点

　障がいや障がいのある人についての正しい知識を広め、障がいのある人への理解をさらに深めていくため、広報・啓発活動に努めます。
また、福祉意識の普及や福祉活動への参加を促進し、支えあいの社会づくりを進めます。

自己評価平均点（満点:3点）※

３　快適で人にやさしいまちづくりの推進
　誰もが快適な暮らしを送れるよう、すべての人にやさしい福祉のまちづくりを進めます。

（１）福祉活動の促進
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

①外出環境
の整備（福
祉のまちづ
くり）

71 - 都市公園の整
備

　障がいのある人を含めたすべての人々が、安全、快適に利用
できる公園づくりに努めます。

2.00 2.00 2.00 2.00

72 - 公共施設のバ
リアフリー、
ユニバーサル
デザインの推
進

　身体障がい者等の自立と積極的な社会参加を支援・促進する
ため、誰もが利用する建築物において、バリアフリー新法と千
葉県福祉のまちづくり条例に基づき身体障がい者等が安全に安
心して利用できるような整備を推進します。

2.50 2.33 2.00 1.00

73 - 民間建築物に
おける福祉的
配慮の推進

　民間の建設関係事業者にＰＲを行うとともに、新設する建築
物に関して千葉県福祉のまちづくり条例への適合を要請してい
きます。 2.00 2.00 2.00 2.00

74 - 交通安全施設
等の整備

　障がいのある人や高齢者が道路を安全に通行できるよう、歩
道の新設、視覚障がい者誘導ブロックの敷設、歩道の段差や勾
配の改良、音響式信号機等の整備を、関係機関と協力しながら
計画的に推進します。

2.00 2.00 2.00 0.00

75 - 循環バスの充
実

　障がいのある人を含めた交通弱者の日常生活における移動手
段を確保するため、循環バスの充実を図ります。

2.00 2.00 2.00 2.00

76 - 路上放置物等
障害物の解消

　障がいのある人が歩道を安全に安心して通行できるよう、関
係機関と協力して不法占有物の撤去を行うとともに、歩行空間
の確保に努めます。 0.00 0.00 1.00 0.00

77 - バリアフリー
の商環境づく
り

　商業施設やそこまでの経路のバリアフリー化を進め、買い物
がしやすい環境づくりを進めます。

2.00 2.00 2.00 2.00

②住宅バリ
アフリーの
促進

78 - 住宅増改築相
談の実施

　障がいのある人が生活しやすいように工夫された住宅の整備
を進められるよう、住宅増改築相談の充実と推進に努めます。

2.00 2.00 2.00 2.00

79 - 住宅改造費助
成制度の推進

　障がいのある人が在宅で快適に日常生活を営み、自立および
介助に適した環境を実現できるよう、浴室、トイレ、廊下等の
改造に要する費用の一部を助成し、住環境の充実を図ります。 2.00 2.00 2.00 2.00

1.83 1.81 1.89 1.44

施策 通番 事業等 左記の内容
自己評価平均点（満点:3点）※重点

取組

３　快適で人にやさしいまちづくりの推進
（２）バリアフリー、ユニバーサルデザインの推進
　障がいがあっても気軽に外出でき、公共交通機関やさまざまな施設を不便なく利用できるようバリアフリー、ユニバーサルデザインのす
べての人にやさしいまちづくりを目指し、法律や条例等の内容に則った「福祉のまちづくり」を進めます。

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点

平均点
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

①防災・防
犯等対策の
推進

80 - 防災知識の普
及

　障がいのある人および介助者等の防災に関する知識の普及を
図るため、パンフレット、市広報紙等による啓発や防災訓練を
行います。また、災害時に障がいのある人が安全に避難できる
よう、防災訓練への参加の促進を図ります。 2.00 2.00 2.00 2.00

81 - 緊急通報体制
の整備

　消防緊急通信指令システムの活用により緊急時の支援活動お
よび災害時における救援活動が円滑・迅速に実施できるよう、
体制の整備に努めます。 2.00 2.00 2.00 2.00

82 - 地域防災コ
ミュニティを
主体とした地
域障がい者支
援策の確立

　地域の住民がお互いに協力しあい、地域全体の安全を守ると
いう意識の高揚と自発的な防災活動を促進して自主防災組織の
設立を図り、福祉関係者、消防機関および自主防災組織等が連
携、協力しながら地域内の避難行動要支援者（災害時要援護
者）の把握に努め、地域における障がいのある人の救護体制の
確立を図ります。

2.00 2.00 2.00 1.75

83 ○ 名簿・「個別
支援計画」の
作成

　避難行動要支援者(災害時要援護者)対象者名簿の整備・項目
の加除を行います。また、要支援（要援護）者の個別支援計画
の策定を進め、システム改修と合わせて対象者からの同意確認
を行います。

2.00 2.00 2.00 2.00

84 - 供給協定の締
結

　災害発生により被災した障がい・病気のある人等が必要とす
る医療品や器具等について、関係機関とあらかじめ供給協定の
締結等を行い、確保に努めます。 0.00 3.00 2.00 2.00

85 - 避難所におけ
る配慮の充実
等

　障がいのある人が、避難所において、必要な介護やプライバ
シーの保護を確保できるよう配慮するとともに、仮設住宅への
優先的な入居に努めます。また、災害発生時の、障がいによる
要支援者を対象とした福祉避難所の開設を検討し、市内・近隣
の障害者支援施設等と協定を締結していきます。

2.00 2.00 2.00 2.00

86 - 犯罪被害防止
の普及

　障がいのある人が犯罪被害に遭わないための知識を習得でき
るよう、「なるほど行政講座」などの利用促進を図ります。

1.00 1.00 1.67 2.00

②消費生活
相談の実施

87 - 消費生活相談
等の実施

　消費生活センターで、窓口での相談の他、電話での相談も受
け付ける消費生活相談を継続し、障がいのある人も含めたすべ
ての市民の消費生活全般についての相談や苦情を受け付け、解
決を支援します。また、広報紙、ホームページ、消費者だより
等で消費者被害の事例情報、悪質商法の手口等に関する情報、
訪問や勧誘による販売やネットショッピング等の留意点等の消
費生活に関する情報提供を行うほか、消費者講座を開催しま
す。

2.00 2.00 2.00 2.00

1.63 2.00 1.96 1.97

施策 通番 事業等 左記の内容
自己評価平均点（満点:3点）※

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点

３　快適で人にやさしいまちづくりの推進
（３）防災・防犯等対策の推進
　市の地域防災計画等の関連施策と連携を図りながら、防災・防犯等の体制の整備を進めます。

平均点

重点
取組
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＜目次＞

施策の方向 施策 通番 ページ
１ 地域での自立生活への支援の推進 （１）相談体制・情報提供の充実 ①相談体制の充実 1-7 14

②障がい者ケアマネジメント体制の構築・確立 8-9 18
③情報提供の充実 10-16 19
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④障がい者虐待防止対策の推進 23 27

（３）福祉サービスの充実と支援施設の整備 ①指定障害福祉サービス等の充実 24-27 28
②地域生活支援事業の充実 28-29 30

（４）保健・医療サービスの充実 ①早期発見・療育の体制の充実 30-32 31
②保健サービスの充実 33-34 33
③医療につなげる支援の充実 35-37 34

２　社会参加の支援・促進 （１）障がい児の保育・教育の充実 ①早期療育・保育の充実 38-40 35
②学校教育（特別支援教育）の推進」 41-44 37
③インクルーシブ教育システムの推進 45-46 38
④放課後対策の充実 47-48 39

（２）就労の支援・促進 ①一般就労の促進 49-53 40
②福祉的就労の促進 54-55 45

（３）各種活動の支援・促進 ①外出、コミュニケーション支援施策の推進 56-57 47
②スポーツ・文化芸術活動等の促進 58-59 39
③当事者団体等の育成・支援 60-62 50

３　快適で人にやさしいまちづくりの推進 （１）福祉活動の促進 ①啓発活動の充実 63-66 51
②ボランティア、ＮＰＯ活動の促進 67-70 53

（２）バリアフリー、ユニバーサルデザインの推進 ①外出環境の整備（福祉のまちづくり） 71-77 57
②住宅バリアフリーの促進 78-79 59

（３）防災・防犯等対策の推進 ①防災・防犯等対策の推進 80-86 59
②消費生活相談の実施 87 63
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単位

H28
（実績） 市窓口での相談対応（随時） 社会福祉課 相談支援利用者数 人 831 752 ○

見込値は過去３年分の平均
延べ相談対応件数

H29
（実績）

市窓口での相談対応（随時） 社会福祉課 相談支援利用者数 人 843 853 ○
見込値は過去３年分の平均
延べ相談対応件数

行政組織の再編等により事業内容の
見直しを実施。各種制度の狭間の問
題を抱えている人からの相談に対応
し、情報提供などの支援を行ってい
く。

H30
（実績） 市窓口での相談対応（随時） 社会福祉課 相談支援利用者数 人 417 655 ○

見込み値は過去3年分の平
均延べ相談対応件数の5割

H31
（実績） 市窓口での相談対応（随時） 社会福祉課 相談支援利用者数 人 376 838 ○

見込み値は過去3年分の平
均延べ相談対応件数の5割

R2
（予定） 市窓口での相談対応（随時） 社会福祉課 相談支援利用者数 人 391

見込み値は過去3年分の平
均延べ相談対応件数の5割

H28
（実績）

一般相談に対応できる事業所数の拡充 障害福祉課
相談支援（地域生活支援
事業）事業所数

箇所
3

（4期障害福祉
計画）

2 ×

第４期障害福祉計画に則り
事業者の参入支援等を行う
こととしていたが増設は実現
しなかった。

H29
（実績）

一般相談に対応できる事業所数の拡充 障害福祉課
相談支援（地域生活支援
事業）事業所数

箇所
3

（4期障害福祉
計画）

2 ×

第４期障害福祉計画に則り
事業者の参入支援等を行う
こととしていたが増設は実現
しなかった。

第５期障害福祉計画に則り、平成32
年度までの1か所増設に向け、参入検
討事業者の支援等を行う。

H30
（実績）

一般相談に対応できる事業所数の拡充 障害福祉課
相談支援（地域生活支援
事業）事業所数

箇所
2

（5期障害福祉
計画）

2 ○
第5期計画で見込値を下方
修正したため。

第5期障害福祉計画に則り、平成32年
度までの1か所増設に向け、参入検討
事業者の支援等を行う。

H31
（実績） 一般相談に対応できる事業所数の拡充 障害福祉課

相談支援（地域生活支援
事業）事業所数

箇所
2

（5期障害福祉
計画）

2 ○
第5期計画で見込値を下方
修正したため。

第5期障害福祉計画に則り、令和2年
度までの1か所増設に向け、参入検討
事業者の支援等を行う。

R2
（予定） 一般相談に対応できる事業所数の拡充 障害福祉課

相談支援（地域生活支援
事業）事業所数

箇所
3

（5期障害福祉
計画）

○2

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

①相談体
制の充実

一般相談
の充実

　市内２か所の
相談場所を中
心に、障がい
のある人と家
族等からの一
般相談に対応
していく体制を
充実させます。

1

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

①相談体
制の充実

保健福祉
相談の充
実

　関係各課・関
係機関と必要
に応じて連携・
調整を図りな
がら、保健福祉
に関する総合
相談を実施し
ます。

○

実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績）

基幹相談支援センターの設置 障害福祉課
基幹相談支援センター設
置有無

-
有（4期障害福

祉計画）
無 ×

第４期障害福祉計画に則り
事業者の参入支援等を行う
こととしていたが増設は実現
しなかった。

H29
（実績）

基幹相談支援センターの設置 障害福祉課
基幹相談支援センター設
置有無

-
有（4期障害福

祉計画）
無 ×

第４期障害福祉計画に則り
事業者の参入支援等を行う
こととしていたが増設は実現
しなかった。

第５期障害福祉計画に則り、平成32
年度までの設置に向け、参入検討事
業者の支援等を行う。

H30
（実績）

基幹相談支援センターの設置 障害福祉課
基幹相談支援センター設
置有無

-
無（5期障害福

祉計画）
無 △

第5期計画で設置見込み年
度をH32にしたため。

第5期障害福祉計画に則り、平成32年
度までの設置に向け、参入検討事業
者の支援等を行う。

H31
（実績）

基幹相談支援センターの設置 障害福祉課
基幹相談支援センター設
置有無

-
無（5期障害福

祉計画）
無 △

第5期計画で設置見込み年
度をR2にしたため。

第５期障害福祉計画に則り、令和2年
度までの1か所増設に向け、参入検討
事業者の支援等を行う。

R2
（予定） 基幹相談支援センターの設置 障害福祉課

基幹相談支援センター設
置有無

-
有（5期障害福

祉計画）

H28
（実績）

訪問相談 健康課 訪問件数(延） 件 21 1 △ 見込値は前年度実績値

H29
（実績）

訪問相談 健康課 訪問件数(延） 件 1 6 ○ 見込値は前年度実績値
障害福祉課や保健所と連携を図りな
がらケースへの支援を行う。

H30
（実績）

訪問相談 健康課 訪問件数(延） 件 10 12 ○

H31
（実績）

訪問相談 健康課 訪問件数(延） 件 10 5 △
障害福祉課や保健所と連携しながら
個々に必要な支援を行う。

R2
（予定）

訪問相談 健康課 訪問件数(延） 件 5 見込値は前年度実績値

○4

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

①相談体
制の充実

訪問相談
体制の充
実

　保健師等が
障がいのある
人、難病患者
の自宅や通所
している市内の
事業所等を訪
問し、健康管理
に必要な相談・
保健指導や家
族の健康管
理、生活および
社会復帰に関
する相談を行
います。

3

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

①相談体
制の充実

「基幹相
談支援セ
ンター」の
設置

　基幹相談支
援センターにつ
いての検討を
進め、第４期障
害福祉計画期
間中に設置し、
困難事例や虐
待防止の対応
の充実などを
図ります。

○

15/63



単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

新規手帳取得者等を中心に、窓口で制度や
事業所の紹介を行う。

障害福祉課 - - - - ○

市内の指定特定相談支援・障害児相談支援
事業所数の拡充。

障害福祉課
市内の指定特定相談支
援・障害児相談支援事業
所数

箇所
3

（前年度実績）
3 ○

新規手帳取得者等を中心に、窓口で制度や
事業所の紹介を行う。

障害福祉課 - - - - ○

市内の指定特定相談支援・障害児相談支援
事業所数の拡充。

障害福祉課
市内の指定特定相談支
援・障害児相談支援事業
所数

箇所
4

（前年度実績+
拠点）

3 ×

第4期障害福祉計画において
H29までに設置することを目
的としていた、相談支援事業
所を備えた地域生活支援拠
点の整備が実現しなかった

第５期障害福祉計画に則り、平成30
年度までの拠点整備を推進する。

新規手帳取得者等を中心に、窓口で制度や
事業所の紹介を行う。

障害福祉課 - - - - ○

市内の指定特定相談支援・障害児相談支援
事業所数の拡充。

障害福祉課
市内の指定特定相談支
援・障害児相談支援事業
所数

箇所
3

（前年度実績）
4 ◎

ヴィレッジこども相談室の新
設

新規手帳取得者等を中心に、窓口で制度や
事業所の紹介を行う。

障害福祉課 - - - - ○

市内の指定特定相談支援・障害児相談支援
事業所数の拡充。

障害福祉課
市内の指定特定相談支
援・障害児相談支援事業
所数

箇所
4

（前年度実績）
3 ×

ヴィレッジこども相談室の廃
止により減。

障害福祉サービス等事業所を設置し
ようとする事業者に相談支援の併設
を積極的に求めるなどして増加に努
める。

新規手帳取得者等を中心に、窓口で制度や
事業所の紹介を行う。

障害福祉課 - - -

市内の指定特定相談支援・障害児相談支援
事業所数の拡充。

障害福祉課
市内の指定特定相談支
援・障害児相談支援事業
所数

箇所
3

（前年度実績）

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

5

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

①相談体
制の充実

サービス
利用相
談・支援
体制の充
実

　利用者が自
立支援サービ
スをはじめとし
た各種サービ
スを適切に利
用できるよう、
制度や事業所
の紹介などを
実施するととも
に、相談支援
事業所への委
託について検
討し、相談・支
援体制のいっ
そうの充実を
図ります。

○

16/63



単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

精神保健福祉士によるこころの相談の実施 社会福祉課 利用者数（延） 人 68 89 ○
見込値は過去３年分の平均
値

医師によるこころの相談の実施 社会福祉課 利用者数（延） 人 14 15 ○
見込値は過去３年分の平均
値

精神保健福祉士によるこころの相談の実施 社会福祉課 利用者数（延） 人 79 79 ○
見込値は過去３年分の平均
値

平成29年度は前年度と比較して新規
相談者数が4割減少した（新規相談：
Ｈ28…31件、Ｈ29…18件）。こころの健
康に関する問題を抱える人が気軽に
相談できるよう、周知を図っていく。

医師によるこころの相談の実施 社会福祉課 利用者数（延） 人 15 15 ○
見込値は過去３年分の平均
値

精神保健福祉士によるこころの相談の実施 社会福祉課 利用者数（延） 人 80 74 △
見込値は過去３年分の平均
値

延人数減少の理由としては、相談の
実施によって、相談者の抱える課題が
解決されたためと思われる。

医師によるこころの相談の実施 社会福祉課 利用者数（延） 人 15 18 ○
見込値は過去３年分の平均
値

精神保健福祉士によるこころの相談の実施 社会福祉課 利用者数（延） 人 81 40 △
見込値は過去３年分の平均
値

延人数減少の理由としては、予約方
法の変更によるものと思われる。

医師によるこころの相談の実施 社会福祉課 利用者数（延） 人 16 15 △
見込値は過去３年分の平均
値

精神保健福祉士によるこころの相談の実施 障害福祉課 利用者数（延） 人 64
見込値は過去3年分の平均
値

医師によるこころの相談の実施 障害福祉課 利用者数（延） 人 16
見込値は過去3年分の平均
値

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

6

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

①相談体
制の充実

「こころの
相談」の
実施

　精神科医師
や精神保健福
祉士によるここ
ろの相談を実
施します。

○

17/63



単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績）

必要に応じ個別事例でＣＡＳを紹介・連携を実
施

障害福祉課 - - - - ○

ＣＡＳ主催の発達障がい研修
を委託相談支援事業所が受
講し、発達障害の相談を受け
られる体制整備している。

H29
（実績）

必要に応じ個別事例でＣＡＳを紹介・連携を実
施

障害福祉課 - - - - ○

ＣＡＳ主催の発達障がい研修
を委託相談支援事業所が受
講し、発達障害の相談を受け
られる体制整備している。
行動障害の事例の会議への
出席をＣＡＳに求め連携し
た。

H30
（実績）

必要に応じ個別事例でＣＡＳを紹介・連携を実
施

障害福祉課 - - - - ○

ＣＡＳ主催の発達障がい研修
を委託相談支援事業所が受
講し、発達障害の相談を受け
られる体制整備している。
CAS主催の事業について市
内団体や講演会で周知し
た。

H31
（実績）

必要に応じ個別事例でＣＡＳを紹介・連携を実
施

障害福祉課 - - - - ○

CAS主催の発達障がい者支
援研修を委託相談支援事業
所が受講し、発達障害の相
談を受けられる体制整備して
いる。
CASの発達障害支援事業に
ついて、市内団体や講演会
で周知。
対応困難事例について、
CASに個別相談、アドバイス
を求めた。

R2
（予定）

必要に応じ個別事例でＣＡＳを紹介・連携を実
施

障害福祉課 - - -

H28
（実績）

窓口、保健福祉ガイドブック、市ホームページ
等により、相談支援事業所の紹介を行う

障害福祉課 - - - - ○

H29
（実績）

窓口、保健福祉ガイドブック、市ホームページ
等により、相談支援事業所の紹介を行う

障害福祉課 - - - - ○

H30
（実績）

窓口、保健福祉ガイドブック、市ホームページ
等により、相談支援事業所の紹介を行う

障害福祉課 - - - - ○
市ホームページにも事業所
の案内を掲載した。

H31
（実績）

窓口、保健福祉ガイドブック、市ホームページ
等により、相談支援事業所の紹介を行う

障害福祉課 - - - - ◎

・ホームページの事業所紹介
の大幅な充実を図った（事業
者ごとにページを設け、対象
事業所及び記事内容を増）。
・窓口ラックを増やし、事業所
パンフ等の常時設置を開始。

窓口、保健福祉ガイドブック、市ホームページ
等により、相談支援事業所の紹介を行う

障害福祉課 - - -
R2

（予定）

○

8

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

②障がい
者ケアマ
ネジメント
体制の構
築・確立

障がい者
ケアマネ
ジメント体
制の確立

　指定相談支
援事業者に関
する情報の提
供に努め、在
宅の障がい当
事者等が相
談・利用しやす
いケアマネジメ
ント体制の確
立に努めます。

○

7

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

①相談体
制の充実

発達障が
い相談体
制の整備
等

　発達障がい
に関して相談を
希望する方が
地域で相談で
きる支援体制
の拡充を図り
ます。また、県
が設置している
発達障害者支
援センターＣＡ
Ｓ（キャス）と連
携・活用して発
達障がいの早
期発見・早期
支援に努め、
必要に応じた
情報提供を
行っていきま
す。

18/63



単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績）

市内の相談支援事業所に県等が行う研修等
の情報を提供する。

障害福祉課 - - - - ○

H29
（実績）

市内の相談支援事業所に県等が行う研修等
の情報を提供する。

障害福祉課 - - - - ○

H30
（実績）

市内の相談支援事業所に県等が行う研修等
の情報を提供する。

障害福祉課 - - - - ○

H31
（実績） 市内の相談支援事業所に県等が行う研修等

の情報を提供する。
障害福祉課 - - - - ○

R2
（予定） 市内の相談支援事業所に県等が行う研修等

の情報を提供する。
障害福祉課 - - -

パソコン講座の実施 障害福祉課 講座利用者数 人 4 4 ○ 前期、後期の合計20回

パソコン開放日の実施 障害福祉課 開催日数 日 30 30 ○

パソコン講座の実施 障害福祉課 講座利用者数 人 4 4 ○ 前期、後期の合計20回
希望者が少なく利用者が限定されてし
まうため、曜日の変更、開催回数の減

パソコン開放日の実施 障害福祉課 開催日数 日 30 30 ○
利用者が少ないため、希望があった
時に開催

パソコン講座の実施 障害福祉課 講座利用者数 人 4 4 ○ 10回のみ

パソコン開放日の実施 障害福祉課 開催日数 日 10 10 ○

パソコン講座の実施 障害福祉課 講座利用者数 人 4 4 ○ 10回のみ

パソコン開放日の実施 障害福祉課 開催日数 日 10 10 ○

パソコン講座の実施 障害福祉課 講座利用者数 人 4

パソコン開放日の実施 障害福祉課 開催日数 日 10

パソコン講座の実施（通番10の再掲） 障害福祉課 講座利用者数 人 4 4 ○ 前期、後期の合計20回

パソコン開放日の実施（通番10の再掲） 障害福祉課 開催日数 日 30 30 ○

パソコン講座の実施（通番10の再掲） 障害福祉課 講座利用者数 人 4 4 ○ 前期、後期の合計20回
希望者が少なく利用者が限定されてし
まうため、曜日の変更、開催回数の減

パソコン開放日の実施（通番10の再掲） 障害福祉課 開催日数 日 30 30 ○
利用者が少ないため、希望があった
時に開催

パソコン講座の実施（通番10の再掲） 障害福祉課 講座利用者数 人 4 4 ○ 10回のみ

パソコン開放日の実施（通番10の再掲） 障害福祉課 開催日数 日 10 10 ○

パソコン講座の実施（通番10の再掲） 障害福祉課 講座利用者数 人 4 4 ○ 10回のみ

パソコン開放日の実施（通番10の再掲） 障害福祉課 開催日数 日 10 10 ○

パソコン講座の実施（通番10の再掲） 障害福祉課 講座利用者数 人 4

パソコン開放日の実施（通番10の再掲） 障害福祉課 開催日数 日 10

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

11

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

③情報提
供の充実

情報バリ
アフリーの
促進

　ＩＣＴの急速な
進展に対応す
るため、各種講
習会、講座の
開催などによる
障がいのある
人の技能の向
上と、障がいの
ない人との情
報格差（デジタ
ルデバイド）の
縮小を図りま
す。

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

10

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

③情報提
供の充実

パソコン講
座の実施

　身体障害者
福祉センターで
３障がい（身
体・知的・精
神）の人を対象
に実施している
パソコン講座を
継続し、障がい
のある人およ
び家族の情報
取得技術の向
上を図ります。

9

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

②障がい
者ケアマ
ネジメント
体制の構
築・確立

ケアマネ
ジメント担
当者の育
成

　障がいのある
人のケアマネ
ジメントを行う
相談支援専門
員の育成を図
るため、専門員
を雇用する相
談支援事業所
への支援等に
努めます。

○
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績） ホームページ閲覧支援ツールの導入継続 しろいの魅力発信課 - - - - ○

H29
（実績） ホームページ閲覧支援ツールの導入継続 しろいの魅力発信課 - - - - ○

H30
（実績） ホームページ閲覧支援ツールの導入継続 秘書課 - - - - ○

H31
（実績） ホームページ閲覧支援ツールの導入継続 秘書課 - - - - ○

R2
（予定）

ホームページ閲覧支援ツールの導入継続 秘書課 - - -

ホームページリニューアル時
に、視覚（色覚）障がい者が
閲覧しやすいホームページ
作成に努める。

H28
（実績）

目の不自由な方へCD版「声の広報しろい」の
配布

しろいの魅力発信課 - - - - ○
白井市音訳ボランティアやま
びこが作成、配布

H29
（実績）

目の不自由な方へCD版「声の広報しろい」の
配布

しろいの魅力発信課 - - - - ○
白井市音訳ボランティアやま
びこが作成、配布

H30
（実績）

目の不自由な方へCD版「声の広報しろい」の
配布

秘書課 - - - - ○
白井市音訳ボランティアやま
びこが作成、配布

H31
（実績）

目の不自由な方へCD版「声の広報しろい」の
配布

秘書課 - - - - ○
白井市音訳ボランティアやま
びこが作成、配布

R2
（予定）

目の不自由な方へCD版「声の広報しろい」の
配布

秘書課 - - -
白井市音訳ボランティアやま
びこが作成、配布

H28
（実績） 障がい者への貸出点数

文化センター（図書
館班）

貸出点数 点 1,000 1,371 ◎

H29
（実績） 障がい者への貸出点数

文化センター（図書
館班）

貸出点数 点 1,000 943 △
広報紙等に記事を掲載し、関連機関
と連携しながら、より一層の情報提供
に努める。

H30
（実績） 障がい者への貸出点数

文化センター（図書
館班）

貸出点数 点 800 693 △
広報紙等に記事を掲載し、関連機関
と連携しながら、より一層の情報提供
に努める。

H31
（実績） 障がい者への貸出点数

文化センター（図書
館班）

貸出点数 点 700 902 ◎

R2
（予定） 障がい者への貸出点数

文化センター（図書
館班）

貸出点数 点 800

-14

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

③情報提
供の充実

図書館で
のサービ
スについ
ての情報
の提供

視覚障がい
者、肢体不自
由者などの図
書館の利用が
困難な市民
へ、書籍の宅
配、朗読テープ
作成、代読など
実施している
サービスにつ
いての必要な
情報提供を行
うとともに、そ
の読書要求に
応えます。

-

13

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

③情報提
供の充実

視覚障が
い者に配
慮した情
報提供の
充実

　行政文書に
ついて、印刷物
だけでなく、ＣＤ
など音声による
媒体の作成に
努め、視覚障
がいのある人
への情報提供
を充実させま
す。

-

12

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

③情報提
供の充実

ホーム
ページの
アクセシビ
リティ（利
用しやす
さ）の向上

　視覚（色覚）
障がい者が市
ホームページ
を閲覧しやす
いよう、ホーム
ページ閲覧支
援ツール（文字
サイズ変更・音
声読み上げ・
背景色変更）
の導入を継続
します。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績）

必要に応じ、個別事例で高次脳機能障害支
援拠点を紹介・連携を実施

障害福祉課 - - - - ○

H29
（実績） 必要に応じ、個別事例で高次脳機能障害支

援拠点を紹介・連携を実施
障害福祉課 - - - - ○

事例において千葉リハビリ
テーションセンターとケース
会議実施

H30
（実績） 必要に応じ、個別事例で高次脳機能障害支

援拠点を紹介・連携を実施
障害福祉課 - - - - ○

事例において千葉リハビリ
テーションセンターと連携、情
報共有

H31
（実績） 必要に応じ、個別事例で高次脳機能障害支

援拠点を紹介・連携を実施
障害福祉課 - - - - ○

事例において千葉リハビリ
テーションセンター、旭神経
内科と連携、情報共有。

R2
（予定） 必要に応じ、個別事例で高次脳機能障害支

援拠点を紹介・連携を実施
障害福祉課 - - -

携帯電話向けホームページを用いたサービス
や助成の情報提供

障害福祉課 配信回数 回 - 0 ×

しろいメール配信サービスを用いたサービス
や助成の情報提供

障害福祉課 配信回数 回 - 0 ×

携帯電話向けホームページを用いたサービス
や助成の情報提供

障害福祉課 配信回数 回 - 0 ×
制度の改正やイベント等の情報を中
心に活用していく。

しろいメール配信サービスを用いたサービス
や助成の情報提供

障害福祉課 配信回数 回 - 0 ×
制度の改正やイベント等の情報を中
心に活用していく。

携帯電話向けホームページを用いたサービス
や助成の情報提供

障害福祉課 配信回数 回 3 0 ×
機会を逸せずに配信を行うこ
とが難しかった

サービス対象者の拡大など、積極的
に周知すべき情報に絞り、確実な配
信を行う。

しろいメール配信サービスを用いたサービス
や助成の情報提供

障害福祉課 配信回数 回 3 0 ×
機会を逸せずに配信を行うこ
とが難しかった

サービス対象者の拡大など、積極的
に周知すべき情報に絞り、確実な配
信を行う。

携帯電話向けホームページを用いたサービス
や助成の情報提供

障害福祉課 配信回数 回 2 2 ○

「寡婦（夫）控除みなし適
用」、「夜間休日の緊急対
応」。※他に社会福祉課の
「福祉サービス苦情解決制
度」

しろいメール配信サービスを用いたサービス
や助成の情報提供

障害福祉課 配信回数 回 2 0 △
緊急性の度合から判断して、
メール配信に適した事案はな
かった。

メール配信サービスはイベントや防災
情報が主であり、サービスや助成の
案内には向かないため、R2は実施事
項から除外。

R2
（予定） 携帯電話向けホームページを用いたサービス

や助成の情報提供
障害福祉課 配信回数 回 2

○

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

　福祉サービス
の情報をより的
確に利用希望
者に伝えるた
め、広報紙、し
ろい保健福祉
ガイドブックや
個別通知等の
従来の情報提
供手段に加え
て、携帯電話
向けホーム
ページや登録
者へのメール
配信サービス
による情報提
供を推進しま
す。

16

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

③情報提
供の充実

サービス
情報の周
知

15

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（１）相談
体制・情
報提供の
充実

③情報提
供の充実

高次脳機
能障がい
者への支
援

　県で実施する
高次脳機能障
がい者への支
援の取り組み
（県高次脳機
能障害支援拠
点機関等）を活
用しながら、関
係機関との連
絡調整や情報
提供などに努
めます。

○
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

人権相談の開催 企画政策課 相談利用件数 件 11 7 △
毎月第2木曜日（8月を除く）
を相談日としている。相談日
に1件を目標値とした。

人権週間啓発活動（街頭啓発・人権パネル展
示等）

企画政策課 - - - - ○

人権教室の開催 企画政策課 実施学校数 校 2 2 ◎ 見込値は前年度実績値

障害者虐待、障害者差別解消、成年後見制
度の相談、普及啓発

障害福祉課 - - - - ○ シート18.23に再掲

人権相談の開催 企画政策課 相談利用件数 件 11 2 △

相談件数が多ければ良いということで
はないが、相談窓口を知らないために
相談していないというケースがないよ
うに、周知方法等を検討する。

人権週間啓発活動（街頭啓発・人権パネル展
示等）

企画政策課 - - - - ○

人権教室の開催 企画政策課 実施学校数 校 2 3 ◎
障害者虐待、障害者差別解消、成年後見制
度の相談、普及啓発

障害福祉課 - - - - ○ シート18.23に再掲

人権相談の開催 企画政策課 相談利用件数 件 11 3 △

相談は11回開催。相談利用
件数については、目標値に
届いていないが、件数が多け
れば成果ありではない。

相談窓口の周知方法をさらに検討す
る。

人権週間啓発活動（街頭啓発・人権パネル展
示等）

企画政策課 - - - - ○

人権教室の開催 企画政策課 実施学校数 校 3 3 ○

小学校だけでなく中学校でも開催す
る。
開催時期の幅を広げ、より開催しやす
くする。

障害者虐待、障害者差別解消、成年後見制
度の相談、普及啓発

障害福祉課 - - - - ○
成年後見制度申し立てにつ
いての相談、講座での普及
啓発を行った。

人権相談の開催 企画政策課 相談利用件数 件 11 3 △

相談は11回開催。相談利用
件数については、目標値に
届いていないが、件数が多け
れば成果ありではない。

相談窓口の周知方法を引き続き検討
する。

人権週間啓発活動（街頭啓発・人権パネル展
示等）

企画政策課 - - - - ○

人権教室の開催 企画政策課 実施学校数 校 5 5 ○

中学校での開催を検討した
が、カリキュラム等との関係
から、時間確保が困難であっ
た。

全小学校での開催を目指していく。

障害者虐待、障害者差別解消、成年後見制
度の相談、普及啓発

障害福祉課 - - - - ○
ケースごとの相談、普及啓発
のための講座開催　18,23に
再掲

人権相談の開催 市民活動支援課 相談窓口開設件数 件 11
人権相談は件数があればい
いというものではないため、
実績の指標を変更

人権週間啓発活動（街頭啓発・人権パネル展
示等）

市民活動支援課 - - -

人権教室の開催 市民活動支援課 実施学校数 校 7

障害者虐待、障害者差別解消、成年後見制
度の相談、普及啓発

障害福祉課 - - -
ケースごとの相談、普及啓発
のための講座開催　18,23に
再掲

　人権意識の
普及高揚を図
るための啓発
や人権擁護委
員による人権
相談を実施し
ます。また、障
がいのある人
の人権を守る
ための各種施
策を行います。

○

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

17

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（２）権利
擁護体制
の充実

①権利擁
護施策の
推進

人権擁護
のための
活動の強
化
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

成年後見制度の個別相談及び市長申立を実
施

障害福祉課 - - - - ○ 相談の実施

普及啓発の研修を実施 障害福祉課 - - - - ○
精神障害家族対象研修を実
施

成年後見制度の個別相談及び市長申立を実
施

障害福祉課 - - - - ○ 相談の実施

普及啓発の研修を実施 障害福祉課 - - - - ○
精神障害家族対象研修を実
施

成年後見制度の個別相談及び市長申立を実
施

障害福祉課 - - - - ○
市長申立を１件実施
個別相談実施

普及啓発の研修を実施 障害福祉課 - - - - ○
精神障害家族対象研修を実
施

成年後見制度の個別相談及び市長申立を実
施

障害福祉課 - - - - ○
後見制度についての個別相
談に随時対応。市長申立２
件実施

普及啓発の研修を実施 障害福祉課 - - - - ○
精神障害家族対象研修を実
施

成年後見制度の個別相談及び市長申立を実
施

障害福祉課 - - -
個別相談の実施。必要に応
じ市長申立実施。

普及啓発の研修を実施 障害福祉課 - - - 障害家族対象研修を実施

H28
（実績） 日常生活自立支援事業の啓発・実施 社会福祉協議会 契約者数 人 - 15 ○

H29
（実績） 日常生活自立支援事業の啓発・実施 社会福祉協議会 契約者数 人 - 16 ○

H30
（実績） 日常生活自立支援事業の啓発・実施 社会福祉協議会 契約者数 人 20 19 ○ 概ね見込みのとおり

H31
（実績） 日常生活自立支援事業の啓発・実施 社会福祉協議会 契約者数 人 25 22 ○ 概ね見込みのとおり

R2
（予定） 日常生活自立支援事業の啓発・実施 社会福祉協議会 契約者数 人 28

○19

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（２）権利
擁護体制
の充実

①権利擁
護施策の
推進

「日常生
活自立支
援事業」
の推進

　在宅で日常
生活を送る上
で十分な判断
ができない方
や体の自由が
きかない方が
地域で安心し
て生活できるよ
うに支援する日
常生活自立支
援事業（地域
福祉権利擁護
事業）を推進し
ます。

○

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

18

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（２）権利
擁護体制
の充実

①権利擁
護施策の
推進

「成年後
見制度」
の普及

　意思表示が
困難な障がい
のある人の権
利を擁護する
ため、成年後
見制度やその
相談窓口の普
及と利用の支
援に努めます。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

苦情相談員による相談の実施 社会福祉課 相談の実施日数 日 1 1 ○ 当日の相談は0件

福祉施設サービス苦情相談員連絡会議 社会福祉課 会議の開催日数 日 1 1 ○ 施設における相談は1件

市の助成・支援制度に対する苦情・要望等に
真摯に対応する。

障害福祉課 - - - - ○
関係部署で情報を共有し、迅
速な回答に努めた。

障害福祉サービス事業者に対する苦情があっ
たときは、当該事業所への確認・協議や千葉
県運営適正化委員会の紹介を行い解決に努
める。

障害福祉課 - - - - ○

苦情相談員による相談の実施 社会福祉課 相談の実施日数 日 1 1 ○ 当日の相談は0件

福祉施設サービス苦情相談員連絡会議 社会福祉課 会議の開催日数 日 1 1 ○ 施設における相談は3件

市の助成・支援制度に対する苦情・要望等に
真摯に対応する。

障害福祉課 - - - - ○

障害福祉サービス事業者に対する苦情があっ
たときは、当該事業所への確認・協議や千葉
県運営適正化委員会の紹介を行い解決に努
める。

障害福祉課 - - - - ○

苦情相談員による相談の実施 社会福祉課 相談の実施日数 日 1 1 ○ 当日の相談は0件

福祉施設サービス苦情相談員連絡会議 社会福祉課 会議の開催日数 日 1 1 ○ 施設における相談は1件

市の助成・支援制度に対する苦情・要望等に
真摯に対応する。

障害福祉課 - - - - ○

障害福祉サービス事業者に対する苦情があっ
たときは、当該事業所への確認・協議や千葉
県運営適正化委員会の紹介を行い解決に努
める。

障害福祉課 - - - - ○

苦情相談員による相談の実施 社会福祉課 相談の実施日数 日 1 1 ○ 当日の相談は0件

福祉施設サービス苦情相談員連絡会議 社会福祉課 会議の開催日数 日 1 1 ○ 施設における相談は2件

市の助成・支援制度に対する苦情・要望等に
真摯に対応する。

障害福祉課 - - - - ○

障害福祉サービス事業者に対する苦情があっ
たときは、当該事業所への確認・協議や千葉
県運営適正化委員会の紹介を行い解決に努
める。

障害福祉課 - - - - ○

苦情相談員による相談の実施 社会福祉課 相談の実施日数 日 1

福祉施設サービス苦情相談員連絡会議 社会福祉課 会議の開催日数 日 1

市の助成・支援制度に対する苦情・要望等に
真摯に対応する。

障害福祉課 - - -

障害福祉サービス事業者に対する苦情があっ
たときは、当該事業所への確認・協議や千葉
県運営適正化委員会の紹介を行い解決に努
める。

障害福祉課 - - -

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

20

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（２）権利
擁護体制
の充実

①権利擁
護施策の
推進

苦情対応
の実施

　福祉サービス
利用者への支
援の中で利用
に関する苦情
に適切に対応
できるよう、地
域の各関係機
関と協力して利
用者の意向を
的確に把握し、
苦情の解決に
努めるととも
に、必要に応じ
てサービス提
供事業者に助
言や指導を行
います。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

市と関係者の協働による計画策定・進捗管理 障害福祉課 実施の有無 - 実施 実施 ○

障害者計画等策定委員会を設
置し、障害者団体や事業者の意
見を踏まえて第5期障害福祉計
画・第1期障害児福祉計画を策
定した。また、進捗管理において
地域自立支援協議会の評価を
仰いだ。

ミニ懇談会 秘書課 - - - - ×

3人以上のグループからの申込
により、まちづくりの身近な問題
等について市長を交えて話し合
う。障がいのある方からの申し
込みはなかった。

市と関係者の協働による計画策定・進捗管理 障害福祉課 実施の有無 - 実施 実施 ○

障害者計画等策定委員会を設
置し、障害者団体や事業者の意
見を踏まえて第5期障害福祉計
画・第1期障害児福祉計画を策
定した。また、進捗管理において
地域自立支援協議会の評価を
仰いだ。

タウンミーティング 秘書課 開催回数 回 1 6 ○

「地域にとって望ましい公共交通
ネットワーク」をテーマに市内6カ
所で開催し、障がいのある方へ
は、職員が補助を行うなどした。

懇談会等の開催時は、障がいのある参加
者に配慮し、容易に参加できるよう、開催
日時・会場等についての検討が必要と思
われる。

市と関係者の協働による計画進捗管理 障害福祉課 実施の有無 - 実施 実施 ○

障害者計画及び障害福祉計画
（障害児福祉計画）の進捗管理
結果に対し地域自立支援協議
会の評価を受ける。

住民説明会 秘書課 開催回数 回 6 6 ○

懇談会等の開催時は、障がいのある参加
者に配慮し、容易に参加できるよう、開催
日時・会場等についての検討が必要と思
われる。

ミニ懇談会 秘書課 開催回数 回 1 1 ○

懇談会等の開催時は、障がいのある参加
者に配慮し、容易に参加できるよう、開催
日時・会場等についての検討が必要と思
われる。

市と関係者の協働による計画進捗管理 障害福祉課 実施の有無 - 実施 実施 ○

障害者計画等策定委員会を設
置し、障害者団体や事業者の意
見を踏まえて計画を策定する体
制を整備した。また、進捗管理に
おいて地域自立支援協議会の
評価を仰いだ。

ミニ懇談会 秘書課 開催回数 回 1 3 ○
まちづくりの身近な問題などに
ついて、3つの市民グループと市
長が意見交換を行った。

懇談会等の開催時は、障がいのある参加
者に配慮し、容易に参加できるよう、開催
日時・会場等についての検討が必要と思
われる。

タウンミーティング 秘書課 開催回数 回 6 6 ○

白井市第5次総合計画後期基本
計画の策定にあたり、重点戦略
の目標実現に向けた取組につ
いて、市民から直接意見をいた
だき、その中から市民ニーズ見
出し、計画策定へ反映させるた
め市内6か所で開催した。

懇談会等の開催時は、障がいのある参加
者に配慮し、容易に参加できるよう、開催
日時・会場等についての検討が必要と思
われる。

市と関係者の協働による計画策定・進捗管理 障害福祉課 実施の有無 - 実施

障害者計画及び障害福祉計画
（障害児福祉計画）の進捗管理
結果に対し地域自立支援協議
会の評価を受ける。

ミニ懇談会 秘書課 開催回数 回 1

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

21

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（２）権利
擁護体制
の充実

②当事者
参画の促
進

まちづくり
への参画
の促進

　障がいのある
人からの情報
や意見等を聴く
ために市政懇
談会を開催す
るほか、各種シ
ンポジウムおよ
び講演会に障
がいのある人
の参加を促し、
市政への参画
を促進します。
　また、障がい
のある人やそ
の家族、障が
い者支援事業
所等の意見等
を各種施策に
的確に反映さ
せるため、市と
関係者が協働
で計画の策定
や進捗状況の
把握に努めま
す。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

管理スロープ等の備品の設置 選挙管理委員会 - - - - ○

点字氏名掲示 選挙管理委員会 - - - - ○

代理投票の実施（随時） 選挙管理委員会 - - - - ○

管理スロープ等の設置 選挙管理委員会 - - - - ○

点字氏名掲示 選挙管理委員会 - - - - ○

代理投票の実施（随時） 選挙管理委員会 - - - - ○

管理スロープ等の設置 選挙管理委員会 - - - - ○ 選挙がなく実績なし 現行の対応を継続する。

点字氏名掲示 選挙管理委員会 - - - - ○ 選挙がなく実績なし 現行の対応を継続する。

代理投票の実施（随時） 選挙管理委員会 - - - - ○ 選挙がなく実績なし 現行の対応を継続する。

管理スロープ等の設置 選挙管理委員会 - - - - ○ H31.4統一地方選で実施済

点字氏名掲示 選挙管理委員会 - - - - ○ H31.4統一地方選で実施済

代理投票の実施（随時） 選挙管理委員会 - - - - ○ H31.4統一地方選で実施済

簡易スロープ等の設置 選挙管理委員会 - - -

点字氏名掲示 選挙管理委員会 - - -

代理投票の実施（随時） 選挙管理委員会 - - -

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

22

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（２）権利
擁護体制
の充実

③選挙に
おける配
慮の実施

投票しや
すい環境
の整備

　各投票所に
簡易スロープ、
点字器、点字
氏名掲示、車
いす、老眼鏡、
文鎮などを設
置するととも
に、必要に応じ
て職員が代理
投票（本人の
意思を２人の
職員で確認し
たうえで代筆す
る）を行い、障
がいのある有
権者が投票し
やすい環境づく
りを進めます。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議担当者会議(児童部会)の実施

子育て支援課 会議実施回数 回 6 6 ○

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議代表者会議の実施

社会福祉課 会議実施回数 回 2 2 ○

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議担当者会議（DV・高齢・障害部会）の実
施

社会福祉課 会議実施回数 回 6 6 ○

障害者虐待の相談を実施 障害福祉課 - - - - ○ 相談の実施 実１件

普及啓発として、広報掲載・チラシ配布等を実
施

障害福祉課 - - - - ○
チラシ配布・広報掲載・相談
支援事業所宛研修

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議担当者会議(児童部会)の実施

子育て支援課 会議実施回数 回 6 6 ○

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議代表者会議の実施

社会福祉課 会議実施回数 回 2 2 ○

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議担当者会議（DV・高齢・障害部会）の実
施

社会福祉課 会議実施回数 回 6 6 ○

障害者虐待の相談を実施 障害福祉課 - - - - ○ 相談の実施　実９件
普及啓発として、広報掲載・チラシ配布等を実
施

障害福祉課 - - - - ○ チラシ配布・広報掲載

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議担当者会議(児童部会)の実施

子育て支援課 会議実施回数 回 6 6 ○

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議代表者会議の実施

社会福祉課 会議実施回数 回 2 2 ○

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議担当者会議（DV・高齢・障害部会）の実
施

社会福祉課 会議実施回数 回 6 6 ○

障害者虐待の相談を実施 障害福祉課 - - - - ○ 相談の実施　実２件
普及啓発として、広報掲載・チラシ配布等を実
施

障害福祉課 - - - - ○ チラシ配布・広報掲載

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議担当者会議(児童部会)の実施

子育て支援課 会議実施回数 回 6 6 ○

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議代表者会議の実施

社会福祉課 会議実施回数 回 2 2 ○

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議担当者会議（DV・高齢・障害部会）の実
施

社会福祉課 会議実施回数 回 6 6 ○

障害者虐待の相談を実施 障害福祉課 - - - - ○

個別相談に対応、ケースごと
支援を行い、ネットワーク会
議で報告。ケースにより、成
年後見市長申立等行った。

普及啓発として、広報掲載・チラシ配布等を実
施

障害福祉課 - - - - ○
講演会、区長回覧にてチラシ
配布実施

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議担当者会議(児童部会)の実施

子育て支援課 会議実施回数 回 6

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議代表者会議の実施

社会福祉課 会議実施回数 回 2

白井市家庭等における暴力対策ネットワーク
会議担当者会議(DV・高齢・障害部会)の実施

社会福祉課 会議実施回数 回 6

障害者虐待の相談を実施 障害福祉課 - - -

普及啓発として、広報掲載・チラシ配布等を実
施

障害福祉課 - - -

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

23

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（２）権利
擁護体制
の充実

④障がい
者虐待防
止対策の
推進

障がいの
ある人の
虐待防止
等対策

　障がいのある
人への虐待に
ついて、家庭等
における暴力
対策ネットワー
ク会議に基づ
いた対応や相
談・支援によ
り、虐待の防
止、早期発見・
早期対応に努
めます。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

障害福祉サービス事業の推進 障害福祉課
延べ利用件数（人・月）
※計画相談支援・地域相
談支援を含む

件
3,424

（前年度実績）
3,618 ○

障害児通所支援事業の推進 障害福祉課
延べ利用件数（人・月）
※障害児相談支援を含
む

件
3,142

（前年度実績）
3,603 ○

障害福祉サービス事業の推進 障害福祉課
延べ利用件数（人・月）
※計画相談支援・地域相
談支援を含む

件
3,618

（前年度実績）
3,724 ○

公平・公正な支給に注意しながら、
サービスを必要としている人が支障な
く利用できるよう案内等に努める。

障害児通所支援事業の推進 障害福祉課
延べ利用件数（人・月）
※障害児相談支援を含
む

件
3,603

（前年度実績）
4,060 ○

公平・公正な支給に注意しながら、
サービスを必要としている人が支障な
く利用できるよう案内等に努める。

障害福祉サービス事業の推進 障害福祉課
延べ利用件数（人・月）
※計画相談支援・地域相
談支援を含む

件
3,724

（前年度実績）
4,371 ○

公平・公正な支給に注意しながら、
サービスを必要としている人が支障な
く利用できるよう案内等に努める。

障害児通所支援事業の推進 障害福祉課
延べ利用件数（人・月）
※障害児相談支援を含
む

件
4,060

（前年度実績）
4,516 ○

公平・公正な支給に注意しながら、
サービスを必要としている人が支障な
く利用できるよう案内等に努める。

障害福祉サービス事業の推進 障害福祉課
延べ利用件数（人・月）
※計画相談支援・地域相
談支援を含む

件
4,371

（前年度実績）
5,196 ○

増加する利用件数に対応し
たサービス量を提供できた。

公平・公正な支給に注意しながら、
サービスを必要としている人が支障な
く利用できるよう案内等に努める。

障害児通所支援事業の推進 障害福祉課
延べ利用件数（人・月）
※障害児相談支援を含
む

件
4,516

（前年度実績）
4,653 ○

増加する利用件数に対応し
たサービス量を提供できた。

公平・公正な支給に注意しながら、
サービスを必要としている人が支障な
く利用できるよう案内等に努める。

障害福祉サービス事業の推進 障害福祉課
延べ利用件数（人・月）
※計画相談支援・地域相
談支援を含む

件
5,196

（前年度実績）

障害児通所支援事業の推進 障害福祉課
延べ利用件数（人・月）
※障害児相談支援を含
む

件
4,653

（前年度実績）

補装具費の支給 障害福祉課 補装具費の支給件数 件 82 90 ○ 見込値は前年度実績値

市窓口での相談対応（随時） 障害福祉課 - - - - ○

補装具費の支給 障害福祉課 補装具費の支給件数 件 90 92 ○

市窓口での相談対応（随時） 障害福祉課 - - - - ○

補装具費の支給 障害福祉課 補装具費の支給件数 件 92 90 ○

市窓口での相談対応（随時） 障害福祉課 - - - - ○

補装具費の支給 障害福祉課 補装具費の支給件数 件 95 88 ○ 概ね見込みのとおり

市窓口での相談対応（随時） 障害福祉課 - - - - ○

補装具費の支給 障害福祉課 補装具費の支給件数 件 95

市窓口での相談対応（随時） 障害福祉課 - - -

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

25

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（３）福祉
サービス
の充実と
支援施設
の整備

①指定障
害福祉
サービス
等の充実

補装具費
の支給

　身体上の障
がいを補い、日
常生活を容易
にする補装具
の費用を給付
し、自立生活の
支援・充実を図
ります。

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

24

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（３）福祉
サービス
の充実と
支援施設
の整備

①指定障
害福祉
サービス
等の充実

指定障害
福祉サー
ビスの推
進

　障がいのある
人の自立の支
援・促進や介
護者・支援者
の負担の軽減
を図るため、障
害者総合支援
法に基づく指
定障害福祉
サービスに属
する各事業の
推進を図りま
す。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

理学療法士相談による個別相談 障害福祉課 理学療法士相談件数 件 156 144 ○

市身体障害者センターによる講座の開催 障害福祉課 センター利用者数 人 74 65 ○

理学療法士相談による個別相談 障害福祉課 理学療法士相談件数 件 144 129 ○

市身体障害者センターによる講座の開催 障害福祉課 センター利用者数 人 58 68 ◎

理学療法士相談による個別相談 障害福祉課 理学療法士相談件数 件 129 118 ○

市身体障害者センターによる講座の開催 障害福祉課 センター利用者数 人 66 64 ○

理学療法士相談による個別相談 障害福祉課 理学療法士相談件数 件 130 141 ○ 概ね見込みのとおり

市障害者地域活動支援センターによる講座の
開催

障害福祉課 センター利用者数 人 68 59 ○ 概ね見込みのとおり

理学療法士相談による個別相談 障害福祉課 理学療法士相談件数 件 130

市障害者地域活動支援センターによる講座の
開催

障害福祉課 センター利用者数 人 68

H28
（実績）

地域生活支援拠点の整備 障害福祉課 設置数 箇所
0

（4期障害福祉
計画）

0 △
4期障害福祉計画で29年度
末までの1箇所整備を目標と
している。

H29
（実績）

地域生活支援拠点の整備 障害福祉課 設置数 箇所
1

（4期障害福祉
計画）

0 ×
国庫補助金が不採択となっ
たため

第5期障害福祉計画でH30年度までの
整備を目標とする。

H30
（実績）

地域生活支援拠点の整備 障害福祉課 設置数 箇所
1

（5期障害福祉
計画）

0 ×
整備に着手したが開設は31
年度

31年度に開設し、緊急対応等の機能
を整える。

H31
（実績）

地域生活支援拠点の整備 障害福祉課 設置数 箇所
1

（5期障害福祉
計画）

1 ◎
H30末に中核施設建設完
了、R1.10に拠点等認定、緊
急相談等の運用開始。

R2
（予定）

地域生活支援拠点の整備 障害福祉課 設置数 箇所
1

（5期障害福祉
計画）

○27

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（３）福祉
サービス
の充実と
支援施設
の整備

①指定障
害福祉
サービス
等の充実

地域生活
支援拠点
の整備

第４期障害福
祉計画につい
ての国の基本
指針で示され
た地域生活支
援拠点等を整
備し、地域にお
ける相談、体験
の機会や場の
整備、緊急時
の障がいのあ
る人等の受け
入れ・対応、人
材の確保・養
成などの機能
の提供を図り
ます。

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

26

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（３）福祉
サービス
の充実と
支援施設
の整備

①指定障
害福祉
サービス
等の充実

身体障害
者福祉セ
ンターの
充実

　地域生活をし
ている障がい
のある人が身
体機能を維持
し、他者との交
流を図っていき
いきとした生活
を送れるよう、
定期的な講座
やパソコン開
放、理学療法
士による相談
の実施、就労し
ている障がい
のある人の仲
間づくりの場の
提供など身体
障害者福祉セ
ンター事業の
充実に努めま
す。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

移動支援事業の委託 障害福祉課 移動支援利用者数 人/年
84

（4期障福計画）
58 △

利用者のニーズが外出から
預かりのサービスに変わっ
た。

日中一時支援事業の委託 障害福祉課 日中一時支援利用者数 人/月
48

（4期障福計画）
37 △ 同上

意思疎通支援事業の実施 障害福祉課 意思疎通支援利用者数 人
4

（4期障福計画）
4 ○

日常生活用具の給付（住宅改修を含む） 障害福祉課 日常生活用具給付件数 件
1,060

（4期障福計画）
849 △

計画上の見込み人数と大幅
な乖離が生じた。

移動支援事業の委託 障害福祉課 移動支援利用者数 人/年
96

（4期障福計画）
62 △

サービスの適切な利用者を見極める
必要がある。5期障害福祉計画で見直
す。

日中一時支援事業の委託 障害福祉課 日中一時支援利用者数 人/月
60

（4期障福計画）
45 △ 同上

意思疎通支援事業の実施 障害福祉課 意思疎通支援利用者数 人
5

（4期障福計画）
7 ○

規則改正したことで手話通訳
を必要とする市内の団体も
派遣を受けることができるよ
うになった

日常生活用具の給付（住宅改修を含む） 障害福祉課 日常生活用具給付件数 件
1,157

（4期障福計画）
986 △

計画上の見込み人数と大幅
な乖離が生じた。

移動支援事業の委託 障害福祉課 移動支援利用者数 人/年
58

（5期障福計画）
65 ○ 計画上の見込み人数に近い

日中一時支援事業の委託 障害福祉課 日中一時支援利用者数 人/月
43

（5期障福計画）
53 △

預かりサービスのニーズが
年々増加している。

意思疎通支援事業の実施 障害福祉課 意思疎通支援利用者数 人
5

（5期障福計画）
6 ○

日常生活用具の給付（住宅改修を含む） 障害福祉課 日常生活用具給付件数 件
903

（5期障福計画）
1,040 ○ 給付件数、増加している。

移動支援事業の委託 障害福祉課 移動支援利用者数 人/年
58

（5期障福計画）
69 ○ 計画上の見込み人数に近い

日中一時支援事業の委託 障害福祉課 日中一時支援利用者数 人/月
46

（5期障福計画）
57 ○

意思疎通支援事業の実施 障害福祉課 意思疎通支援利用者数 人
5

（5期障福計画）
6 ○

日常生活用具の給付（住宅改修を含む） 障害福祉課 日常生活用具給付件数 件
929

（5期障福計画）
1,154 ○

移動支援事業の委託 障害福祉課 移動支援利用者数 人/年
58

（5期障福計画）

日中一時支援事業の委託 障害福祉課 日中一時支援利用者数 人/月
49

（5期障福計画）

意思疎通支援事業の実施 障害福祉課 意思疎通支援利用者数 人
5

（5期障福計画）

日常生活用具の給付（住宅改修を含む） 障害福祉課 日常生活用具給付件数 件
955

（5期障福計画）

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

28

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（３）福祉
サービス
の充実と
支援施設
の整備

②地域生
活支援事
業の充実

地域生活
支援事業
の推進

　地域で暮らす
障がいのある
人の自立・日
常生活の支
援、および介護
者の負担の軽
減のため、
個々のニーズ
に合った移動
支援や意思疎
通支援（手話
通訳派遣）、日
中一時支援、
日常生活用具
給付などの地
域生活支援事
業の推進を図
ります。

○
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績） 小児慢性特定疾患児日常生活用具給付費 障害福祉課 支給件数 件 2 0 ○

H29
（実績） 小児慢性特定疾患児日常生活用具給付費 障害福祉課 支給件数 件 2 0 ○

H30
（実績） 小児慢性特定疾患児日常生活用具給付費 障害福祉課 支給件数 件 2 0 ○

H31
（実績） 小児慢性特定疾患児日常生活用具給付費 障害福祉課 支給件数 件 2 0 ○

R2
（予定） 小児慢性特定疾患児日常生活用具給付費 障害福祉課 支給件数 件 2

1歳6か月児健康診査 健康課 健診受診率 ％ 96 95 ○
目標値は「健やか親子21第2
次」での中間評価目標

3歳児健康診査 健康課 健診受診率 ％ 94 95 ○
目標値は「健やか親子21第2
次」での中間評価目標

発達相談支援事業（個別・集団） 健康課 開催日数 日 - 109 ○

発達相談支援事業（個別・集団） 健康課
幼児健診からつながった
数

人 - 83 ○

1歳6か月児健康診査 健康課 健診受診率 ％ 96 95 ○

3歳児健康診査 健康課 健診受診率 ％ 94 94 ○

発達相談支援事業（個別・集団） 健康課 開催日数 日 - 84 △
幼児健診会場に心理職を配
置できない日があった。

心理職の確保に努め、相談しやすい
体制を整える。

発達相談支援事業（個別・集団） 健康課
幼児健診からつながった
数

人 - 50 ○

1歳6か月児健康診査 健康課 健診受診率 ％ 96 99 ○

3歳児健康診査 健康課 健診受診率 ％ 94 95 ○

発達相談支援事業（個別・集団） 健康課 開催日数 日 - 78 ○

発達相談支援事業（個別・集団） 健康課
幼児健診からつながった
数

人 - 51 ○

1歳6か月児健康診査 健康課 健診受診率 ％ 96 92 ○
新型コロナウイルスの感染
拡大により、３月は実施でき
なかった

3歳児健康診査 健康課 健診受診率 ％ 94 90 ○
新型コロナウイルスの感染
拡大により、３月は実施でき
なかった

発達相談支援事業（個別・集団） 健康課 開催日数 日 - 80 ○ 心理職の確保

発達相談支援事業（個別・集団） 健康課
幼児健診からつながった
数

人 - 57 ○ 心理職の確保

1歳6か月児健康診査 健康課 健診受診率 ％ 96
新型コロナウイルスの感染
拡大により、実施できない時
期が発生。

3歳児健康診査 健康課 健診受診率 ％ 94
新型コロナウイルスの感染
拡大により、実施できない時
期が発生。

発達相談支援事業（個別・集団） 健康課 開催日数 日 -

発達相談支援事業（個別・集団） 健康課
幼児健診からつながった
数

人 -

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

　小児慢性特
定疾患児に特
殊寝台等の日
常生活用具を
給付することに
より、日常生活
の便宜を図り
ます。

-

30

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（４）保健・
医療サー
ビスの充
実

①早期発
見・療育
の体制の
充実

母子保健
事業の推
進

　新生児訪問、
乳児育児相
談、１歳６か月
および３歳児健
康診査の際に
医師等による
内科診察・健
康相談等を行
い、疾病や精
神・運動発達
の遅れを早期
に発見して、事
後指導・健康
相談の充実を
図ります。

-

29

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（３）福祉
サービス
の充実と
支援施設
の整備

②地域生
活支援事
業の充実

小児慢性
特定疾患
児の日常
生活用具
の給付
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

ライフサポートファイルの配布 障害福祉課 - - - - ○

関係課にて打ち合わせ 障害福祉課 担当者会議 回 1 2 ◎

ライフサポートファイルの配布 障害福祉課 - - - - ○

関係課にて打ち合わせ 障害福祉課 担当者会議 回 1 1 ◎
関係課協議の他、自立支援
協議会にて活用の呼びかけ
を実施

ライフサポートファイルの配布 障害福祉課 - - - - ○

関係課にて打ち合わせ 障害福祉課 担当者会議 回 1 1 ○

ライフサポートファイルの配布 障害福祉課 - - - - ○

関係課にて打ち合わせ 障害福祉課 担当者会議 回 1 1 ○

ライフサポートファイルの配布 障害福祉課 - - -

関係課にて打ち合わせ 障害福祉課 担当者会議 回 1

契約児童 子育て支援課 利用者数 人 280 277 ○
個別指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 150 129 ○
集団指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 130 148 ○
述べ利用児童 子育て支援課 利用者数 人 7,500 7,552 ○
契約児童 子育て支援課 利用者数 人 300 300 ○
個別指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 180 184 ○
集団指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 130 116 ○
述べ利用児童 子育て支援課 利用者数 人 7,500 7,640 ○

契約児童 子育て支援課 利用者数 人 320 290 ○

運営方法の検討と併せてセンター方
式になった場合の準備をしていく。そ
れに伴い必要な保育所訪問支援の実
施（ニーズ調査や試行）や、これまで
やってきた相談事業等の拡充を行っ
ていく。

個別指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 210 179 ○
集団指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 130 111 ○
述べ利用児童 子育て支援課 利用者数 人 7,500 7,695 ○

契約児童 子育て支援課 利用者数 人 340 285 ○

令和4年度までに、児童発達支援事業
をセンター方式にするための準備を行
う。それに伴い放課後等デイサービス
廃止の準備、保育所訪問支援の準
備、相談支援事業の拡充を行う。

個別指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 240 204 ○

集団指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 130 80 △
保護者のニーズが多様化
し、他事業所と併用する保護
者が増加したため減少した。

述べ利用児童 子育て支援課 利用者数 人 7,500 7,404 ○

契約児童 子育て支援課 利用者数 人 340
個別指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 240
述べ利用児童 子育て支援課 利用者数 人 7,500

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

32

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（４）保健・
医療サー
ビスの充
実

①早期発
見・療育
の体制の
充実

療育相
談・指導
の実施

　発達障がい
児および発達
障がいの疑い
のある児童を
対象に、基本
的な生活習慣
や理解力、言
語、社会性を
習得できるよ
う、療育・医療
相談、個別指
導・グループ指
導等個々に必
要な指導や支
援を行い、心身
の発達を促進・
支援します。

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

31

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（４）保健・
医療サー
ビスの充
実

①早期発
見・療育
の体制の
充実

療育シス
テムの充
実

　障がいのある
乳幼児やその
保護者が、必
要な支援を一
貫して継続的
に受けられるよ
うにするため、
関係機関と連
携を図り、ライ
フサポートファ
イルを活用す
るなどして、体
制の整備・充
実に努めます。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

特定健診 健康課 特定健診実施日数 日 28 28 ○

各種がん検診 健康課 各種がん検診実施日数 日 72 72 ○

特定健診 健康課 特定健診実施日数 日 28 28 ○
受診環境の見直しをおこない、日数の
増加及び特定健診と大腸がん検診の
同時実施で環境の調整を行う

各種がん検診 健康課 各種がん検診実施日数 日 72 72 ○ 同上

特定健診 健康課 特定健診実施日数 日 30 30 ○
受診機会の拡充のため、集団検診と
併せて市内契約医療機関での個別検
診を導入する。

各種がん検診 健康課 各種がん検診実施日数 日 102 102 ○

集団検診において、乳がん検診と子
宮がん検診の全ての日程で同時実施
とし、効率的に受診できる体制を整え
る。

特定健診 健康課 特定健診実施日数 日 30 30 ○

特定健診の集団健診の実施
日数分を計上。その他に個
別健診で7月～令和2年1月
まで実施した。

集団健診と個別健診の併用実施を継
続する。

各種がん検診 健康課 各種がん検診実施日数 日 102 102 ○
同日実施の検診も各検診ご
とに計上している。

同日実施の継続。

特定健診 健康課 特定健診実施日数 日 30
個別健診の実施時期も7月
から令和3年1月までとする。

各種がん検診 健康課 各種がん検診実施日数 日 102
同日実施の検診も各検診ご
とに計上している。

H28
（実績）

子ども発達センター歯科健康診査（年１回）の
実施

健康課 受診者数 人 30人 26人 ○

子ども発達センター歯科健康診査（年１回）の
実施

健康課 受診者数 人 30人 26人 ○

歯科相談（来所・電話）の実施（随時） 健康課 相談件数 件 随時 1件 ○ 精神障害者からの電話相談

子ども発達センター歯科健康診査（年１回）の
実施

健康課 受診者数 人 30人 20人 ○
歯科受診に関するアドバイス（チラシ）
を作成し保護者に配布する（継続実
施）

歯科相談（来所・電話）の実施（随時） 健康課 相談件数 件 随時 3件 ○
身体・精神障害者からの電
話相談

歯科受診に関する情報提供を引き続
き実施する。

子ども発達センター歯科健康診査（年１回）の
実施

健康課 受診者数 人 30人 12人 ○

歯科相談（来所・電話）の実施（随時） 健康課 相談件数 件 随時 0件 ○
歯科受診に関する情報提供を引き続
き実施する。

子ども発達センター歯科健康診査（年１回）の
実施

健康課 受診者数 人 30人

歯科相談（来所・電話）の実施（随時） 健康課 相談件数 件 随時

-

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

　障がい者
（児）の口腔機
能を維持する
ため、歯科保
健指導や歯科
健康診査を実
施します。

34

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（４）保健・
医療サー
ビスの充
実

②保健
サービス
の充実

歯科口腔
保健の推
進

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

33

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（４）保健・
医療サー
ビスの充
実

②保健
サービス
の充実

各種健
（検）診事
業の実施

　障がいがあっ
ても受診しやす
い環境づくりを
心がけ、各種
がん検診およ
び特定健康診
査等を受診し、
自らの健康管
理に役立てる
ことができるよ
う図ります。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

特定健診にて要精密検査と判定された人へ
の受診勧奨

健康課 - - - - ○
健診結果に該当者には受診
勧奨の案内・報告書を同封

特定健診にて要精密検査と判定された人へ
の受診勧奨

健康課
電話による受診勧奨架電
率

％ 100 100 ○
報告書の返信がなかった者
に実施

特定健診にて要精密検査と判定された人へ
の受診勧奨

健康課 - - - - ○
健診結果に該当者には受診
勧奨の案内・報告書を同封

特定健診にて要精密検査と判定された人へ
の受診勧奨

健康課
電話による受診勧奨架電
率

％ 100 100 ○
報告書の返信がなかった者
に実施

特定健診にて要精密検査と判定された人へ
の受診勧奨

健康課 - - - - ○
健診結果に該当者には受診
勧奨の案内・報告書を同封

特定健診にて要治療と判定された人への受
診勧奨

健康課 受診勧奨介入率 ％ 100 100 ○

特定健診にて要精密検査と判定された人へ
の受診勧奨

健康課 - - - - -

判定結果区分について厚労
省を参考に見直したことによ
り、「要精密検査」の判定区
分がなくなったため。

特定健診にて要治療と判定された人への受
診勧奨

健康課 受診勧奨介入率 ％ 100 100 ○

要治療と判定された者のうち
パニックデータ値に該当した
者に別途、報告書を作成し勧
奨している。
「要治療」と判定された場合
の受診勧奨について、受診
者全員に送付する結果通知
にて掲載している。

受診勧奨に対する情報提供を継続し
て実施する。

R2
（予定）

特定健診にて要治療と判定された人への受
診勧奨

健康課 受診勧奨介入率 ％ 100

集団健診受診者のうち、要治
療と判定された者のうちパ
ニックデータ値に該当した者
に報告書作成送付。

定例健康相談の実施 健康課 相談件数（延） 件 1 0 × 見込値は前年度実績値

電話・面接による相談の実施 健康課 相談件数（延） 件 53 31 △ 見込値は前年度実績値

定例健康相談の実施 健康課 相談件数（延） 件 1 0 ×
障害福祉課と連携し、事業の周知を
行う。

電話・面接による相談の実施 健康課 相談件数（延） 件 31 20 △
各課との連携により、直接相
談を受ける件数は減少。

関係各課との連携をより密にとりなが
ら、ケースの支援を実施する。

定例健康相談の実施 健康課 相談件数（延） 件 3 0 ×
障害福祉課と連携し、健康カレンダー
配布等、事業の周知を行う。

電話・面接による相談の実施 健康課 相談件数（延） 件 20 25 ○
個々の必要性に応じて、障害福祉課
に協力依頼しながら個々の支援を行
う。

定例健康相談の実施 健康課 相談件数（延） 件 1 0 ×
利用頻度の少ない定例相談を、出張
相談など実施方法を変更する。

電話・面接による相談の実施 健康課 相談件数（延） 件 25 19 △
健康カレンダーの配布等により相談
の周知を図る。

定例健康相談の実施 健康課 相談件数（延） 件 1

電話・面接による相談の実施 健康課 相談件数（延） 件 19 見込値は前年度実績とする

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

36

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（４）保健・
医療サー
ビスの充
実

③医療に
つなげる
支援の充
実

健康相談
の実施

　障がいのある
人、難病患者
およびその家
族を対象に、関
係機関等との
連携により健
康問題に関す
る相談を実施
し、適切な医療
が受けられるよ
う支援します。

　健（検）診の
後に、その結
果に応じた生
活習慣病予防
に関する情報
を提供し医療
につなげる支
援を行います。

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

35

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（４）保健・
医療サー
ビスの充
実

③医療に
つなげる
支援の充
実

生活習慣
病予防の
推進
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績）

医療機関に関する情報提供 健康課 - - - - ○
広報誌、ホームページ、健康
カレンダー等で医療機関の
情報提供を実施

H29
（実績）

医療機関に関する情報提供 健康課 - - - - ○
広報誌、ホームページ、健康
カレンダー等で医療機関の
情報提供を実施

H30
（実績）

医療機関に関する情報提供 健康課 - - - - ○
広報誌、ホームページ、健康
カレンダー等で医療機関の
情報提供を実施

H31
（実績）

医療機関に関する情報提供 健康課 - - - - ○
広報誌、ホームページ、健康
カレンダー等で医療機関の
情報提供を実施

R2
（予定）

医療機関に関する情報提供 健康課 - - -
広報誌、ホームページ、健康
カレンダー等で医療機関の
情報提供を実施

ライフサポートファイルの配布 障害福祉課 - - - - ○

関係課にて打ち合わせ 障害福祉課 担当者会議 回 1 2 ◎

ライフサポートファイルの配布 障害福祉課 - - - - ○

関係課にて打ち合わせ 障害福祉課 担当者会議 回 1 1 ◎
関係課協議の他、自立支援
協議会にて活用の呼びかけ
を実施

ライフサポートファイルの配布 障害福祉課 - - - - ○

関係課にて打ち合わせ 障害福祉課 担当者会議 回 1 1 ○

ライフサポートファイルの配布 障害福祉課 - - - - ○

関係課にて打ち合わせ 障害福祉課 担当者会議 回 1 1 ○

ライフサポートファイルの配布 障害福祉課 - - -

関係課にて打ち合わせ 障害福祉課 担当者会議 回 1

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

-

38
（31
の再
掲）

２　社会参
加の支
援・促進

（１）障が
い児の保
育・教育
の充実

①早期発
見・療育
の体制の
充実

療育シス
テムの充
実

　障がいのある
乳幼児やその
保護者が、必
要な支援を一
貫して継続的
に受けられるよ
うにするため、
関係機関と連
携を図り、ライ
フサポートファ
イルを活用す
るなどして、体
制の整備・充
実に努めます。

-

37

１ 地域で
の自立生
活への支
援の推進

（４）保健・
医療サー
ビスの充
実

③医療に
つなげる
支援の充
実

医療機関
情報等の
提供

　市民が病院
の場所や診療
時間、休診日、
急病時の対応
などを知り、安
心して生活を
送れるよう、広
報紙、ホーム
ページ、健康カ
レンダー等で
医療機関等の
情報を提供し
ます。

35/63



単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

契約児童 子育て支援課 利用者数 人 280 277 ○
個別指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 150 129 ○
集団指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 130 148 ○
述べ利用児童 子育て支援課 利用者数 人 7,500 7,552 ○
契約児童 子育て支援課 利用者数 人 300 300 ○
個別指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 180 184 ○
集団指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 130 116 ○
述べ利用児童 子育て支援課 利用者数 人 7,500 7,640 ○

契約児童 子育て支援課 利用者数 人 320 290 ○

運営方法の検討と併せてセンター方
式になった場合の準備をしていく。
それに伴い必要な保育所訪問支援の
実施（ニーズ調査や試行）や、これま
でやってきた相談事業等の拡充を
行っていく。

個別指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 210 179 ○

集団指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 130 111 ○

述べ利用児童 子育て支援課 利用者数 人 7,500 7,695 ○

契約児童 子育て支援課 利用者数 人 340 285 ○

令和4年度までに、児童発達支援事業
をセンター方式にするための準備を行
う。それに伴い放課後等デイサービス
廃止の準備、保育所訪問支援の準
備、相談支援事業の拡充を行う。

個別指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 240 204 ○

集団指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 130 80 △
保護者のニーズが多様化
し、他事業所と併用する保護
者が増加したため減少した。

述べ利用児童 子育て支援課 利用者数 人 7,500 7,404 ○

契約児童 子育て支援課 利用者数 人 340

個別指導利用児 子育て支援課 利用者数 人 240

述べ利用児童 子育て支援課 利用者数 人 7,500

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

39
（32
の再
掲）

２　社会参
加の支
援・促進

（１）障が
い児の保
育・教育
の充実

①早期発
見・療育
の体制の
充実

療育相
談・指導
の実施

　発達障がい
児および発達
障がいの疑い
のある児童を
対象に、基本
的な生活習慣
や理解力、言
語、社会性を
習得できるよ
う、療育・医療
相談、個別指
導・グループ指
導等個々に必
要な指導や支
援を行い、心身
の発達を促進・
支援します。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績） 保育所での保育の実施 保育課 利用者数 人 9 9 ○ 見込値は前年度実績値

H29
（実績） 保育所での保育の実施 保育課 利用者数 人 9 7 ○ 見込値は前年度実績値

H30
（実績） 保育所での保育の実施 保育課 利用者数 人 7 8 ○ ※手帳を有する児童

H31
（実績） 保育所での保育の実施 保育課 利用者数 人 7 8 ○ ※手帳を有する児童

R2
（予定） 保育所での保育の実施 保育課 利用者数 人 7

H28
（実績） 市窓口での相談対応（随時） 教育支援課 相談支援利用者 人 50 61 ○

H29
（実績） 市窓口での相談対応（随時） 教育支援課 相談支援利用者 人 50 64 ○

H30
（実績） 市窓口での相談対応（随時） 教育支援課 相談支援利用者 人 50 66 ○

H31
（実績） 市窓口での相談対応（随時） 教育支援課 相談支援利用者 人 50 84 ○

R2
（予定） 市窓口での相談対応（随時） 教育支援課 相談支援利用者 人 50

通級指導教室に自家用車で通う児童の保護
者に対するガソリン代の補助（特別支援教育
就学奨励費補助金）

学校政策課 対象者数 人 7 7 ○

言語障がい改善のための通級による指導 教育支援課 通級指導教室利用者数 人 25 30 ○

通級指導教室に自家用車で通う児童の保護
者に対するガソリン代の補助（特別支援教育
就学奨励費補助金）

学校政策課 対象者数 人 7 6 ○
実績値の下回りは、通級指
導教室に徒歩で通学したた
め

保護者負担の軽減を図るため、これ
までと同様に補助を行う。

言語障がい改善のための通級による指導 教育支援課 通級指導教室利用者数 人 25 29 ○

通級指導教室に自家用車で通う児童の保護
者に対するガソリン代の補助（特別支援教育
就学奨励費補助金）

学校政策課 対象者数 人 9 7 ○
見込値は、平成30年度通級
予定人数。

言語障がい改善のための通級による指導 教育支援課 通級指導教室利用者数 人 25 23 ○

通級指導教室に自家用車で通う児童の保護
者に対するガソリン代の補助（特別支援教育
就学奨励費補助金）

学校政策課 対象者数 人 9 1 ○
見込値は、平成30年度通級
予定人数と同じ。

言語障がい改善のための通級による指導 教育支援課 通級指導教室利用者数 人 25 17 ○

通級指導教室に自家用車で通う児童の保護
者に対するガソリン代の補助（特別支援教育
就学奨励費補助金）

学校政策課 対象者数 人 9
見込値は、平成30年度通級
予定人数と同じ。

言語障がい改善のための通級による指導 教育支援課 通級指導教室利用者数 人 25

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

42
２　社会参
加の支
援・促進

（１）障が
い児の保
育・教育
の充実

②学校教
育（特別
支援教
育）の推
進

通級指導
の充実

　言語に軽度
の障がいのあ
る児童が、ほと
んどの授業を
通常の学級で
受けながら障
がいの状態に
応じて特別な
指導を受けるこ
とができる通級
指導教室の充
実を図るととも
に、通級指導
教室に自家用
車で通う児童
の保護者にガ
ソリン代の補助
を行います。

-

41
２　社会参
加の支
援・促進

（１）障が
い児の保
育・教育
の充実

②学校教
育（特別
支援教
育）の推
進

就学相談
の充実

　一人ひとりの
障がい、能力、
適性等に応じ
た教育ができ
るよう、就学指
導委員会など
相談体制の整
備を図り、適切
な就学相談を
行います。

-

40
２　社会参
加の支
援・促進

（１）障が
い児の保
育・教育
の充実

①早期発
見・療育
の体制の
充実

保育園に
おける受
け入れの
推進

　公立保育園
における障が
い児の入所受
け入れ体制の
充実に努め、
障がい児が自
立していけるよ
う一人ひとりの
個性や適性に
応じた保育を
行います。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

個別支援学級の設置 学校政策課 設置学校数 箇所 14 14 ◎
２つの障がい種（知的学級及
び自閉症・情緒学級）を各小
中学校に設置。

個別支援学級介助員の配置 学校政策課 配置人数 人 21 21 ◎
児童生徒の実態に応じて12
校に配置。

個別支援学級の設置 学校政策課 設置学校数 箇所 14 14 ◎
２つの障がい種（知的学級及
び自閉症・情緒学級）を各小
中学校に設置。

児童生徒の障がい種類や程度に応じ
て、各小中学校に個別支援学級の設
置を進めていく。

個別支援学級介助員の配置 学校政策課 配置人数 人 22 22 ◎
児童生徒の実態に応じて12
校に配置。

児童生徒の障がい種類や程度に応じ
て、きめ細かな指導・支援を行えるよ
うに配置を進めていく。

個別支援学級の設置 学校政策課 設置学校数 箇所 14 14 ◎
２つの障がい種（知的学級及
び自閉症・情緒学級）を各小
中学校に設置予定。

個別支援学級介助員の配置 学校政策課 配置人数 人 23 23 ◎
児童生徒の実態に応じて配
置する。

個別支援学級の設置 学校政策課 設置学校数 箇所 14 14 ◎
２つの障がい種（知的学級及
び自閉症・情緒学級）を各小
中学校に設置予定。

個別支援学級介助員の配置 学校政策課 配置人数 人 23 23 ◎
児童生徒の実態に応じて配
置する。

個別支援学級の設置 学校政策課 設置学校数 箇所 14
２つの障がい種（知的学級及
び自閉症・情緒学級）を各小
中学校に設置予定。

個別支援学級介助員の配置 学校政策課 配置人数 人 23
児童生徒の実態に応じて配
置する。

H28
（実績） 年間計画に研修を位置付け行う。 教育支援課 実施回数 回 3 3 ○

H29
（実績） 年間計画に研修を位置付け行う。 教育支援課 実施回数 回 3 3 ○

H30
（実績） 年間計画に研修を位置付け行う。 教育支援課 実施回数 回 2 3 ○

H31
（実績） 年間計画に研修を位置付け行う。 教育支援課 実施回数 回 2 2 ○

R2
（予定） 年間計画に研修を位置付け行う。 教育支援課 実施回数 回 2

新型コロナの影響で、予定が
変わる可能性あり。

H28
（実績）

各学校ごとに計画を立て、交流教育を行う。 教育支援課 - - - - ○

H29
（実績）

各学校ごとに計画を立て、交流教育を行う。 教育支援課 - - - - ○

H30
（実績）

各学校ごとに計画を立て、交流教育を行う。 教育支援課 - - - - ○

H31
（実績） 各学校ごとに計画を立て、交流教育を行う。 教育支援課 - - - - ○ 学校間及び学校内で実施

R2
（予定） 各学校ごとに計画を立て、交流教育を行う。 教育支援課 - - -

-

45
２　社会参
加の支
援・促進

（１）障が
い児の保
育・教育
の充実

③インク
ルーシブ
教育シス
テムの推
進

交流教育
の充実

　各学校の計
画に基づき、障
がいのある児
童・生徒と障が
いのない児童・
生徒との交流
教育を推進し
ます。

-

44
２　社会参
加の支
援・促進

（１）障が
い児の保
育・教育
の充実

②学校教
育（特別
支援教
育）の推
進

教職員の
研修の充
実

　教職員の障
がい者（児）理
解を深めるた
め、研修等の
充実を図りま
す。
　また、個別支
援学級の担任
について各種
研修を充実さ
せ、担当教諭
の資質の向上
に努めます。

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

43
２　社会参
加の支
援・促進

（１）障が
い児の保
育・教育
の充実

②学校教
育（特別
支援教
育）の推
進

個別支援
学級の充
実

　障がいの種
類や程度に応
じた教育ができ
るよう、施設・
設備の充実や
学級の開設を
図り、必要に応
じて介助員を
配置します。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績） 各学校で障がい者理解、福祉教育を指導。 教育支援課 - - - - ○

H29
（実績） 各学校で障がい者理解、福祉教育を指導。 教育支援課 - - - - ○

H30
（実績） 各学校で障がい者理解、福祉教育を指導。 教育支援課 - - - - ○

H31
（実績） 各学校で障がい者理解、福祉教育を指導。 教育支援課 - - - - ○

R2
（予定） 各学校で障がい者理解、福祉教育を指導。 教育支援課 - - -

H28
（実績）

学童保育所での保育の実施 保育課 利用者数 人 7 6 ○ 見込値は前年度実績値

H29
（実績）

学童保育所での保育の実施 保育課 利用者数 人 6 6 ○ 見込値は前年度実績値

H30
（実績）

学童保育所での保育の実施 保育課 利用者数 人 6 12 ◎

条例を改正し、市内在住で特
別支援学校に就学している
児童も対象児童に加えた。
※実績値は手帳を有する児
童のほか、支援級在籍児童
を含む。

学校等の関係機関との連携強化

H31
（実績） 学童保育所での保育の実施 保育課 利用者数 人 6 25 ◎

実績値は手帳を有する児童
のほか、支援級在籍児童を
含む。

学校等の関係機関との連携強化

R2
（予定） 学童保育所での保育の実施 保育課 利用者数 人 6

-

47
２　社会参
加の支
援・促進

（１）障が
い児の保
育・教育
の充実

④放課後
対策の充
実

学童保育
への受け
入れ体制
の整備

　指導員を加
配して障がい
のある児童を
学童保育所で
受け入れ、健
全育成を図り
ます。

-

46
２　社会参
加の支
援・促進

（１）障が
い児の保
育・教育
の充実

③インク
ルーシブ
教育シス
テムの推
進

障がい者
理解の促
進

小中学校にお
いて、障がい者
理解のため、
ボランティア活
動や福祉活動
などの充実を
図るとともに、
障がい者理解
の学習や障が
いのある人と
の交流教育を
進めるなどの
福祉教育を推
進します。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績）

障害者支援センターで放課後等デイサービス
を実施

障害福祉課 実施の有無 - 実施 実施 ○

H29
（実績）

障害者支援センターで放課後等デイサービス
を実施

障害福祉課 実施の有無 - 実施 実施 ○

H30
（実績）

障害者支援センターで放課後等デイサービス
を実施

障害福祉課 実施の有無 - 実施 実施 ○

H31
（実績）

障害者支援センターで放課後等デイサービス
を実施

障害福祉課 実施の有無 - 実施 実施 ○

R2
（予定）

障害者支援センターで放課後等デイサービス
を実施

障害福祉課 実施の有無 - 実施

商工会・工業団地への周知 産業振興課 - - - - ○
障害者雇用に関する
情報提供

障害者雇用に関する広報での周知 産業振興課 - - - - ○

商工会・工業団地への周知 産業振興課 - - - - ○
障害者雇用に関する
情報提供

現状のまま継続

障害者雇用に関する広報での周知 産業振興課 - - - - ○ 現状のまま継続

商工会・工業団地への周知 産業振興課 - - - - ○
障害者雇用に関する
情報提供

現状のまま継続

障害者雇用に関する広報での周知 産業振興課 - - - - ○ 現状のまま継続

商工会・工業団地への周知 産業振興課 - - - - ○
障害者雇用に関する
情報提供

現状のまま継続

障害者雇用に関する広報での周知 産業振興課 - - - - ○ 現状のまま継続

商工会・工業団地への周知 産業振興課 - - -
障害者雇用に関する
情報提供

障害者雇用に関する広報での周知 産業振興課 - - -

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

-

49
２　社会参
加の支
援・促進

（２）就労
の支援・
促進

①一般就
労の促進

障がい者
雇用への
理解の促
進

　障がい者雇
用の義務、障
がいのある人
の職業の安定
について中小
企業等の事業
主へ周知する
とともに、各種
支援・助成制
度の活用や優
遇措置につい
ても周知を図り
ます。

-

48
２　社会参
加の支
援・促進

（１）障が
い児の保
育・教育
の充実

④放課後
対策の充
実

放課後対
策事業の
実施

　特別支援学
校通学児など
障がいのある
中高生に放課
後の活動場所
を提供するた
め、障害者支
援センターでの
受け入れ（基準
該当児童デイ
サービス事業）
を実施します。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

無料職業紹介所での対応 産業振興課 - - - - ○ 関係課との連携による対応

自立支援協議会において関係機関との連携
強化を図る（職安・特支学校・工業団地協議会
など）

障害福祉課 年１回以上会議の開催 回 1 7 ○ 就労支援部会・全体会

個別のケースを通じて、職安、特別支援学校
等と連携

障害福祉課 - - - - ○

定期的に職安より障害者就労の情報提供をう
ける

障害福祉課
月１回以上情報提供を受
ける

回 1 2 ○

無料職業紹介所での対応 産業振興課 - - - - ○ 関係課との連携による対応 現状のまま継続

自立支援協議会において関係機関との連携
強化を図る（職安・特支学校・工業団地協議会
など）

障害福祉課 年１回以上会議の開催 回 1 5 ○
就労支援部会・全体会・講演
会

個別のケースを通じて、職安、特別支援学校
等と連携

障害福祉課 - - - - ○

定期的に職安より障害者就労の情報提供をう
ける

障害福祉課
月１回以上情報提供を受
ける

回 1 2 ○

無料職業紹介所での対応 産業振興課 - - - - ○ 関係課との連携による対応 現状のまま継続

自立支援協議会において関係機関との連携
強化を図る（職安・特支学校・工業団地協議会
など）

障害福祉課 年１回以上会議の開催 回 1 5 ◎ 就労支援部会・全体会

個別のケースを通じて、職安、特別支援学校
等と連携

障害福祉課 - - - - ○

定期的に職安より障害者就労の情報提供をう
ける

障害福祉課
月１回以上情報提供を受
ける

回 1 2 ○

無料職業紹介所での対応 産業振興課 - - - - ○ 関係課との連携による対応 現状のまま継続

自立支援協議会において関係機関との連携
強化を図る（職安・特支学校・工業団地協議会
など）

障害福祉課 年１回以上会議の開催 回 1 4 ○ 就労支援部会・全体会

個別のケースを通じて、職安、特別支援学校
等と連携

障害福祉課 - - - - ○

定期的に職安より障害者就労の情報提供をう
ける

障害福祉課
月１回以上情報提供を受
ける

回 1 2 ○

無料職業紹介所での対応 産業振興課 - - - 関係課との連携による対応

自立支援協議会において関係機関との連携
強化を図る（職安・特支学校・工業団地協議会
など）

障害福祉課 年１回以上会議の開催 回 1

個別のケースを通じて、職安、特別支援学校
等と連携

障害福祉課 - - -

定期的に職安より障害者就労の情報提供をう
ける

障害福祉課
月１回以上情報提供を受
ける

回 1

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

50
２　社会参
加の支
援・促進

（２）就労
の支援・
促進

①一般就
労の促進

連携の推
進・強化

　国・県（公共
職業安定所）と
の連携を推進・
強化し、相談と
情報提供など、
きめ細やかで
親切かつ適切
な対応を図りま
す。また、特別
支援学校、職
業訓練校、事
業主等の関係
機関と連携す
ることにより、
相談や指導の
体制を支援し
ます。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

地域生活支援センターへ相談委託の実施 障害福祉課 委託１件 件 1 1 ○

委託相談支援事業所と障害者就業・生活支
援センターと就労支援員が実事例を通じて連
携

障害福祉課 - - - - ○

地域生活支援センターへ相談委託の実施 障害福祉課 委託１件 件 1 1 ○

地域生活支援センターへ相談委託の
実施は必要だが、就労へ向けた生活
全般の相談は市内委託相談や就業・
生活支援センターとの連携の充実の
方が現実的。地域生活支援センター
は通番２一般相談の充実に入れるべ
きでは。

委託相談支援事業所と障害者就業・生活支
援センターと就労支援員が実事例を通じて連
携

障害福祉課 - - - - ○

地域生活支援センターへ相談委託の実施 障害福祉課 委託１件 件 1 1 ○

地域生活支援センターへ相談委託の
実施は必要だが、就労へ向けた生活
全般の相談は市内委託相談や就業・
生活支援センターとの連携の充実の
方が現実的。地域生活支援センター
は通番２一般相談の充実に入れるべ
きでは。

委託相談支援事業所と障害者就業・生活支
援センターと就労支援員が実事例を通じて連
携

障害福祉課 - - - - ○

地域生活支援センターへ相談委託の実施 障害福祉課 委託１件 件 1 1 ○

地域生活支援センターへの相談委託
の実施は必須だが、就労へ向けた生
活全般の相談は市内委託相談や就
業・生活支援センターとの連携の充実
のほうが現実的。地域生活支援セン
ターは通番２一般相談の充実に入れ
るべきでは。

委託相談支援事業所と障害者就業・生活支
援センターと就労支援員が実事例を通じて連
携

障害福祉課 - - - - ○

地域生活支援センターへ相談委託の実施 障害福祉課 委託１件 件 1

委託相談支援事業所と障害者就業・生活支
援センターと就労支援員が実事例を通じて連
携

障害福祉課 - - -

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

51
２　社会参
加の支
援・促進

（２）就労
の支援・
促進

①一般就
労の促進

就労・生
活支援機
能の整備

　地域生活支
援センターなど
地域の核とな
る施設に相談
支援事業を委
託し、障がいの
ある人の就労
に関する相談
に生活全般の
問題も含めて
対応・調整でき
るよう、相談機
能の充実を図
ります。

42/63



単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

就労支援員の配置 障害福祉課 就労支援員の配置 名 1 1 ○

職場実習や体験の機会 障害福祉課 職場実習奨励金の交付 件 2 5 ○

市役所での職場実習の実施 障害福祉課 職場実習の実施 回 1 4 ○

就労支援員の配置 障害福祉課 就労支援員の配置 名 1 1 ○

職場実習奨励金の交付 障害福祉課 職場実習奨励金の交付 件 2 6 ○

市役所での職場実習の実施 障害福祉課 職場実習の実施 回 1 1 ○
効率性・効果の観点から、市役所内
職場実習はＨ30年度開設のチャレン
ジドオフィスと連携し実施する

就労支援員の配置 障害福祉課 就労支援員の配置 名 1 1 ○

職場実習奨励金の交付 障害福祉課 職場実習奨励金の交付 件 2 6 ○

市役所での職場実習の実施 障害福祉課 職場実習の実施 回 1 1 ○ チャレンジドオフィスに移行し実施した

チャレンジドオフィスの開設 障害福祉課 - - - - ○

就労支援員の配置 障害福祉課 就労支援員の配置 名 1 1 ○

職場実習奨励金の交付 障害福祉課 職場実習奨励金の交付 件 2 2 ○

市役所での職場実習の実施 障害福祉課 職場実習の実施 回 1 1 ○
チャレンジドオフィス選考過
程で複数人に対して実施

チャレンジドオフィスの実施 障害福祉課 - - - - ○

就労支援員の配置 障害福祉課 就労支援員の配置 名 1

職場実習奨励金の交付 障害福祉課 職場実習奨励金の交付 件 2

市役所での職場実習の実施 障害福祉課 職場実習の実施 回 1

チャレンジドオフィスの実施 障害福祉課 - - -

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

52
２　社会参
加の支
援・促進

（２）就労
の支援・
促進

①一般就
労の促進

一般就労
の支援

　就労支援員
を設置し、一般
就労に向けた
職場実習や体
験の機会を提
供します。特に
市役所での職
場実習がより
多くの部署で
実施できるよ
う、研修等によ
り、各課職員の
理解の促進に
努めます。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

障がいのある人の雇用の推進 総務課 法定雇用率以上の雇用 ％ 2.30 2.98 ◎ 市長部局

障がいのある人の雇用の推進 総務課 法定雇用率以上の雇用 ％ 2.20 2.35 ◎ 教育委員会

障がいのある人の雇用の推進 総務課 法定雇用率以上の雇用 ％ 2.30 2.61 ◎ 市長部局

障がいのある人の雇用の推進 総務課 法定雇用率以上の雇用 ％ 2.20 3.56 ◎ 教育委員会

障がいのある人の雇用の推進 総務課 法定雇用率以上の雇用 ％ 2.50 2.59 ◎ 市長部局

障がいのある人の雇用の推進 総務課 法定雇用率以上の雇用 ％ 2.40 2.27 ○

教育委員会
※実人数2名。法定雇用率は
指標が割合ではなく人数で
あるため達成。

障がいのある人の雇用の推進 総務課
法定雇用率以上の雇用
（法定雇用率経過措置の
値）

％ 2.50 2.57 ◎ 市長部局

障がいのある人の雇用の推進 総務課
法定雇用率以上の雇用
（法定雇用率経過措置の
値）

％ 2.40 3.66 ◎ 教育委員会

障がいのある人の雇用の推進 総務課
法定雇用率以上の雇用
（法定雇用率経過措置の
値）

％ 2.50 市長部局

障がいのある人の雇用の推進 総務課
法定雇用率以上の雇用
（法定雇用率経過措置の
値）

％ 2.40 教育委員会

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

53
２　社会参
加の支
援・促進

（２）就労
の支援・
促進

①一般就
労の促進

公共機関
における
障がい者
雇用の推
進

　市役所、図書
館などの公共
施設において、
障がいのある
人の雇用を推
進し、法定雇用
率以上の雇用
に努めます。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

就労継続支援・移行支援事業所の整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
2

（前年度実績）
4 ◎

前年度は就B2箇所のみだっ
たが、就労Aと就労移行が新
たに開設され倍増となった。

グループホームの整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
2

（前年度実績）
2 ○

地域活動支援センターの整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
1

（4期障害福祉
計画）

1 ○

就労継続支援・移行支援事業所の整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
4

（前年度実績）
4 ×

第４期障害福祉計画に則り
事業者の参入支援等を行う
こととしていたが増設は実現
しなかった。

第５期障害福祉計画に則り、引続き参
入検討事業者の支援等を行う。

グループホームの整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
2

（前年度実績）
3 ○ 1箇所の増設があった。

地域活動支援センターの整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
1

（4期障害福祉
計画）

1 ○

就労継続支援・移行支援事業所の整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
4

（前年度実績）
5 ◎

就労継続支援A型・B型両方
を包摂する事業所1か所の新
設があった。

グループホームの整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
3

（前年度実績）
3 ○

地域活動支援センターの整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
1

（5期障害福祉
計画）

1 ○

就労継続支援・移行支援事業所の整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
5

（前年度実績）
6 ◎

就労継続支援B型事業所1か所の新
設があった。（ワークルーチェ）

グループホームの整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
3

（前年度実績）
4 ◎

1箇所の新設があった。（ホームしろ
い翔）

地域活動支援センターの整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
1

（5期障害福祉
計画）

1 ○

就労継続支援・移行支援事業所の整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
6

（前年度実績）

グループホームの整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
4

（前年度実績）

地域活動支援センターの整備 障害福祉課 市内の事業所数 箇所
2

（5期障害福祉
計画）

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

54
２　社会参
加の支
援・促進

（２）就労
の支援・
促進

②福祉的
就労の促
進

福祉施設
の整備の
推進

　地域自立支
援協議会と連
携を図りなが
ら、通所事業所
の整備に努め
るとともに、グ
ループホーム、
地域活動支援
センター（地域
生活支援セン
ター）等の福祉
施設の整備の
支援を行いま
す。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

調達方針の内容及び実績の公表 障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○ 市HPにて

庁内での調達情報の提供 障害福祉課 実施の有無 - 有 無 ×

調達方針の内容及び実績の公表 障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○ 市HPにて

庁内での調達情報の提供 障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○

調達方針の内容及び実績の公表 障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○ 市HPにて

庁内での調達情報の提供 障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○

調達方針の内容及び実績の公表 障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○ 市HPにて

庁内での調達情報の提供 障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○

調達方針の内容及び実績の公表 障害福祉課 実施の有無 - 有

庁内での調達情報の提供 障害福祉課 実施の有無 - 有

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

55
２　社会参
加の支
援・促進

（２）就労
の支援・
促進

②福祉的
就労の促
進

「優先調
達」の推
進

　白井市障害
者就労施設等
からの物品等
の調達方針の
内容を、調達
実績とともに公
表します。ま
た、市の各部
課に市内就労
施設等が供給
できる物品等
について情報
提供し、物品等
調達額の増加
に努めます。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

福祉タクシー事業の推進 障害福祉課 配布人数 人
304

（前年度実績）
297 ○

概ね前年度並みの利用があっ
た。

移動支援事業の推進 障害福祉課 実利用者数 人
84

（4期障害福祉計
画）

58 △
計画上の見込み人数と大幅な
乖離が生じた。

意思疎通支援事業の推進 障害福祉課
手話通訳・要約筆記者派
遣事業実利用者数

人
4

（4期障害福祉計
画）

4 ○
計画上の見込みに近い利用者
数だった。

福祉車両の貸出し 障害福祉課 貸出回数 回
80

（前年度実績）
98 ○

前年度よりも有効に活用され
た。

外出支援サービス 社会福祉協議会 サービス利用者数 人 - 916 ○ ※高齢者を含む

福祉タクシー事業の推進 障害福祉課 配布人数 人
297

（前年度実績）
309 ○

概ね前年度並みの利用があっ
た。

移動支援事業の推進 障害福祉課 実利用者数 人
96

（4期障害福祉計
画）

62 △
計画上の見込み人数と大幅な
乖離が生じた。

第5期障害福祉計画で見込数を見直
す。

意思疎通支援事業の推進 障害福祉課
手話通訳・要約筆記者派
遣事業実利用者数

人
5

（4期障害福祉計
画）

7 ◎
計画上の見込みを上回る利用
者数だった。

福祉車両の貸出し 障害福祉課 貸出回数 回
98

（前年度実績）
72 ○

前年度よりも有効に活用され
た。

外出支援サービス 社会福祉協議会 サービス利用者数 人 - 988 ○ ※高齢者を含む

福祉タクシー事業の推進 障害福祉課 配布人数 人
309

（前年度実績）
306 ○

概ね前年度並みの利用があっ
た。

移動支援事業の推進 障害福祉課 実利用者数 人
58

（5期障害福祉計
画）

65 ○
計画上の見込み人数に近い利
用者数だった。

意思疎通支援事業の推進 障害福祉課
手話通訳・要約筆記者派
遣事業実利用者数

人
5

（5期障害福祉計
画）

6 ○
概ね計画どおりの利用数だっ
た。

福祉車両の貸出し 障害福祉課 貸出回数 回
72

（前年度実績）
86 ○

前年度よりも有効に活用され
た。

外出支援サービス 社会福祉協議会 サービス利用者数 人 - 851 ○

福祉タクシー事業の推進 障害福祉課 配布人数 人
306

（前年度実績）
327 ○

概ね前年度並みの利用が
あった。

移動支援事業の推進 障害福祉課 実利用者数 人
58

（5期障害福祉計
画）

69 ○ 計画上の見込み人数に近い

意思疎通支援事業の推進 障害福祉課
手話通訳・要約筆記者派
遣事業実利用者数

人
5

（5期障害福祉計
画）

6 ○

福祉車両の貸出し 障害福祉課 貸出回数 回
86

（前年度実績）
107 ◎

前年度よりも大幅に有効活
用された。

外出支援サービス 社会福祉協議会 サービス利用者数 人 - 792 ○

福祉タクシー事業の推進 障害福祉課 配布人数 人
327

（前年度実績）

移動支援事業の推進 障害福祉課 実利用者数 人
58

（5期障害福祉計
画）

意思疎通支援事業の推進 障害福祉課
手話通訳・要約筆記者派
遣事業実利用者数

人
5

（5期障害福祉計
画）

福祉車両の貸出し 障害福祉課 貸出回数 回
107

（前年度実績）

外出支援サービス 社会福祉協議会 サービス利用者数 人
792

（前年度実績）

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

56
２　社会参
加の支
援・促進

（３）各種
活動の支
援・促進

①外出、コ
ミュニケー
ション支援
施策の推
進

外出支援
対策の推
進

　障がいのある
人の外出機会
を拡大するた
め、福祉タク
シー事業や地
域生活支援事
業の移動支援
事業・意思疎
通支援事業の
推進のほか、
福祉車両の貸
し出しや通院
の送迎など地
域のニーズに
合ったサービス
の推進を図り
ます。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

意思疎通支援事業の実施 障害福祉課 意思疎通支援利用者数 人 - 4 ○

手話奉仕員養成研修事業の実施（前期） 障害福祉課
養成講習修了見込み者
数

人 2 2 ○

ガイドヘルパー派遣事業 社会福祉協議会 活動延時間 時間 - 473 ○

手話講座 社会福祉協議会 開催回数 回 - 10 ○ 聴覚障害者が講師で参加

福祉教育 社会福祉協議会 アイマスク体験 回 - 4 ○ 視覚障害者が講師で参加

意思疎通支援事業の実施 障害福祉課 意思疎通支援利用者数 人 5 7 ○

規則改正したことで手話通訳
を必要とする市内の団体も
派遣を受けることができるよ
うになった

手話奉仕員養成研修事業の実施（後期） 障害福祉課
養成講習修了見込み者
数

人 2 3 ○

ガイドヘルパー派遣事業 社会福祉協議会 活動延時間 時間 - 501 ○

手話講座 社会福祉協議会 開催回数 回 - 10 ○ 聴覚障害者が講師で参加

福祉教育 社会福祉協議会 アイマスク体験 回 - 4 ○ 視覚障害者が講師で参加

意思疎通支援事業の実施 障害福祉課 意思疎通支援利用者数 人 7 6 ○

手話奉仕員養成研修事業の実施（前期） 障害福祉課
養成講習修了見込み者
数

人 2 8 ○ 白井市で開催

ガイドヘルパー派遣事業 社会福祉協議会 活動延時間 時間 - 495.5 ○

手話講座 社会福祉協議会 開催回数 回 - 10 ○

福祉教育 社会福祉協議会 アイマスク体験 回 - 4 ○

意思疎通支援事業の実施 障害福祉課 意思疎通支援利用者数 人 7 6 ○

手話奉仕員養成研修事業の実施（後期） 障害福祉課
養成講習修了見込み者
数

人 2 14 ◎ 白井市で開催

ガイドヘルパー派遣事業 社会福祉協議会 活動延時間 時間 - 438 ○ H31で事業終了

手話講座 社会福祉協議会 開催回数 回 - 10 ○ R2はコロナで中止決定

福祉教育 社会福祉協議会 アイマスク体験 回 - 0 ×
学校等からの依頼によるた
め

意思疎通支援事業の実施 障害福祉課 意思疎通支援利用者数 人 7

手話奉仕員養成研修事業の実施（後期） 障害福祉課
養成講習修了見込み者
数

人 2

福祉教育 社会福祉協議会 アイマスク体験 回 -
学校等からの依頼に応じ実
施

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

57
２　社会参
加の支
援・促進

（３）各種
活動の支
援・促進

①外出、コ
ミュニケー
ション支援
施策の推
進

多様な活
動機会の
提供

　障がいのある
人のニーズに
合わせてコミュ
ニケーション支
援の事業、ボラ
ンティア活動な
どを活用してガ
イドヘルパー、
手話通訳者等
介助者・支援
者を派遣し、さ
まざまな活動
に参加する機
会の提供を図
ります。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

身体障害者福祉センター講座の開催 障害福祉課
身体障害者センター事業
利用実人数

人 74 65 ○

千葉県障害者スポーツ大会への参加 障害福祉課 参加人数 人 4 4 ○

千葉県身体障害者作品展への参加 障害福祉課 出品数 点 - 33 ○

総合型地域スポーツクラブ活動場所の確保 生涯学習課 活動実施回数 回 49 40 ○
しろいチャレンジドスポーツク
ラブ（障がい者家族限定）

総合型地域スポーツクラブ活動支援補助金の
交付

生涯学習課 交付団体数 団体 1 1 ○
しろいチャレンジドスポーツク
ラブ（障がい者家族限定）

身体障害者福祉センター講座の開催 障害福祉課
身体障害者センター事業
利用実人数

人 58 68 ○
運用の改善等ニーズに合ったサービ
スの提供に努める

千葉県障害者スポーツ大会への参加 障害福祉課 参加人数 人 4 1 △

千葉県身体障害者作品展への参加 障害福祉課 出品数 点 33 34 ○

総合型地域スポーツクラブ活動場所の確保 生涯学習課 活動実施回数 回 44 40 ○
しろいチャレンジドスポーツク
ラブ（障がい者家族限定）

総合型地域スポーツクラブ活動支援補助金の
交付

生涯学習課 交付団体数 団体 1 1 ○
しろいチャレンジドスポーツク
ラブ（障がい者家族限定）

地域活動支援センター講座の開催 障害福祉課
地域活動支援センター事
業利用実人数

人 66 63 △

千葉県障害者スポーツ大会への参加 障害福祉課 参加人数 人 1 1 ○

千葉県身体障害者作品展への参加 障害福祉課 出品数 点 34 31 △

総合型地域スポーツクラブ活動場所の確保 生涯学習課 活動実施回数 回 44 40 ○
しろいチャレンジドスポーツク
ラブ（障がい者家族限定）

地域活動支援センター講座の開催 障害福祉課
地域活動支援センター利
用申請者

人 68 59 △

千葉県障害者スポーツ大会への参加 障害福祉課 参加人数 人 1 2 ○
千葉県身体障害者作品展への参加 障害福祉課 出品数 点 34 28 △

総合型地域スポーツクラブ活動場所の確保 生涯学習課 活動実施回数 回 44 32 ○
しろいチャレンジドスポーツク
ラブ（障がい者家族限定）

地域活動支援センター講座の開催 障害福祉課
地域活動支援センター利
用申請書

人 68

千葉県障害者スポーツ大会への参加 障害福祉課 参加人数 人 1
千葉県身体障害者作品展への参加 障害福祉課 出品数 点 34

総合型地域スポーツクラブ活動場所の確保 生涯学習課 活動実施回数 回 42

しろいチャレンジドスポーツク
ラブ（障がい者家族限定）
新型コロナ感染症ウイルスに
より減少

H28
（実績） ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツの

開催
障害福祉課 障がい当事者の参加数 人 44 51 ○

H29
（実績） ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツの

開催
障害福祉課 障がい当事者の参加数 人 51 65 ○

H30
（実績） ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツの

開催
障害福祉課 障がい当事者の参加数 人 65 64 ○

H31
（実績） ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツの

開催
障害福祉課 障がい当事者の参加数 人 65 56 △

R2
（予定） ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツの

開催
障害福祉課 障がい当事者の参加数 人 56

-59
２　社会参
加の支
援・促進

（３）各種
活動の支
援・促進

②スポー
ツ・文化芸
術活動等
の促進

「ふれあい
広場チャ
レンジ
パーソン
スポーツ」
の推進

　市と他団体と
の共同で開催
している「ふれ
あい広場チャレ
ンジパーソンス
ポーツ」への障
がい当事者の
参加を促進し、
社会参加の実
現を図ります。

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

58
２　社会参
加の支
援・促進

（３）各種
活動の支
援・促進

②スポー
ツ・文化芸
術活動等
の促進

スポーツ・
文化等活
動の支
援・促進

　障がいのある
人も気軽に参
加しやすい行
事、講座、教室
など障がいの
ある人のス
ポーツ・文化芸
術・レクリエー
ション活動を支
援・促進し、指
導者の育成、
施設のバリアフ
リー化、学校体
育施設の開
放、サークル活
動への参加相
談、援助者の
配置、外出の
支援など障が
いのある人の
社会参加・利
用促進を図り
ます。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績）

身体障害者福祉センター、地域福祉センター
の部屋の貸し出し

障害福祉課
障がい者団体の利用時
間

時間 1,772 ○

H29
（実績） 身体障害者福祉センター、地域福祉センター

の部屋の貸し出し
障害福祉課

障がい者団体の利用時
間

時間 1,772 1,600 △
本庁工事のため、会議室、研
修室2の使用不可のため

H30
（実績）

身体障害者福祉センター、地域福祉センター
の部屋の貸し出し

障害福祉課
障がい者団体の利用時
間

時間 1,772 2,887 ○

H31
（実績） 身体障害者福祉センター、地域福祉センター

の部屋の貸し出し
障害福祉課

障がい者団体の利用時
間

時間 1,772 2,614 ○

R2
（予定）

身体障害者福祉センター、地域福祉センター
の部屋の貸し出し

障害福祉課
障がい者団体の利用時
間

時間 1,772

自発的活動支援事業の支援 障害福祉課 活動実施の有無 無 無 ×

白井市心身障害者福祉連絡協議会への支援 障害福祉課 団体加入数の増 5 5 ○

自発的活動支援事業の支援 障害福祉課 活動実施の有無 無 無 ×

白井市心身障害者福祉連絡協議会への支援 障害福祉課 団体加入数の増 5 5 ○

自発的活動支援事業の支援 障害福祉課 活動実施の有無 無 無 ×

白井市心身障害者福祉連絡協議会への支援 障害福祉課 団体加入数の増 5 5 ○

自発的活動支援事業の支援 障害福祉課 活動実施の有無 有 無 ×

白井市心身障害者福祉連絡協議会への支援 障害福祉課 団体加入数の増 5 5 ○

自発的活動支援事業の支援 障害福祉課 活動実施の有無 有

白井市心身障害者福祉連絡協議会への支援 障害福祉課 団体加入数の増 5

H28
（実績）

一般相談に対応できる事業所数の拡充
（通番2の再掲）

障害福祉課
相談支援（地域生活支援
事業）事業所数

箇所
3

（4期障害福祉
計画）

2 ×

第４期障害福祉計画に則り
事業者の参入支援等を行う
こととしていたが増設は実現
しなかった。

H29
（実績）

一般相談に対応できる事業所数の拡充
（通番2の再掲）

障害福祉課
相談支援（地域生活支援
事業）事業所数

箇所
3

（4期障害福祉
計画）

2 ×

第４期障害福祉計画に則り
事業者の参入支援等を行う
こととしていたが増設は実現
しなかった。

第５期障害福祉計画に則り、平成32
年度までの1か所増設に向け、参入検
討事業者の支援等を行う。

H30
（実績）

一般相談に対応できる事業所数の拡充
（通番2の再掲）

障害福祉課
相談支援（地域生活支援
事業）事業所数

箇所
2

（5期障害福祉
計画）

2 ○
第5期計画で見込値を下方
修正したため。

第5期障害福祉計画に則り、平成32年
度までの1か所増設に向け、参入検討
事業者の支援等を行う。

H31
（実績） 一般相談に対応できる事業所数の拡充

（通番2の再掲）
障害福祉課

相談支援（地域生活支援
事業）事業所数

箇所
2

（5期障害福祉
計画）

2 ○
第5期計画で見込値を下方
修正したため。

第5期障害福祉計画に則り、令和2年
度までの1か所増設に向け、参入検討
事業者の支援等を行う。

R2
（予定） 一般相談に対応できる事業所数の拡充

（通番2の再掲）
障害福祉課

相談支援（地域生活支援
事業）事業所数

箇所
3

（5期障害福祉
計画）

-62
２　社会参
加の支
援・促進

（３）各種
活動の支
援・促進

③当事者
団体等の
育成・支
援

家族への
支援

　障がいのある
人の家族につ
いて、団体に属
しているかいな
いかにかかわ
らず、相談等、
支援に努めま
す。

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

61
２　社会参
加の支
援・促進

（３）各種
活動の支
援・促進

③当事者
団体等の
育成・支
援

団体間の
ネットワー
クづくりの
支援

　当事者団体
相互の連携の
強化とネット
ワークづくりを
支援します。

60
２　社会参
加の支
援・促進

（３）各種
活動の支
援・促進

③当事者
団体等の
育成・支
援

障がい者
団体の育
成・支援

　身体障害者
福祉センター、
地域福祉セン
ターを中心とし
て、障がい者
関連団体の活
動の場の提供
や育成を図り
ます。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

障害者差別解消法の周知・啓発 障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○ 市HP掲載、パンフ配布

広報紙やHPによる障がい理解のための情報
提供

障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○ 広報連載「ココロのお話」等

精神保健福祉ボランティア養成講座 社会福祉協議会 開催数 回 - 1 ○
点字ボランティア養成講座 社会福祉協議会 開催数 回 - 5 ○
初級朗読講習会 社会福祉協議会 開催数 回 - 6 ○
手話講座（57の再掲） 社会福祉協議会 開催回数 回 - 10 ○
福祉サマースクール 社会福祉協議会 開催数 回 - 3 ○

障害者差別解消法の周知・啓発 障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○ 市HP掲載、パンフ配布

広報紙やHPによる障がい理解のための情報
提供

障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○ 広報連載「ココロのお話」等

精神保健福祉ボランティア養成講座 社会福祉協議会 開催数 回 - 1 ○
点字ボランティア養成講座 社会福祉協議会 開催数 回 - 5 ○
初級朗読講習会 社会福祉協議会 開催数 回 - 6 ○
手話講座（57の再掲） 社会福祉協議会 開催回数 回 - 10 ○
福祉サマースクール 社会福祉協議会 開催数 回 - 2 ○

障害者差別解消法の周知・啓発 障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○ 市HP掲載、パンフ配布

広報紙やHPによる障がい理解のための情報
提供

障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○
広報連載「ココロのお話」「事
業所紹介」等

精神保健福祉ボランティア養成講座 社会福祉協議会 開催数 回 - 1 ○
点字ボランティア養成講座 社会福祉協議会 開催数 回 - 5 ○
初級朗読講習会 社会福祉協議会 開催数 回 - 6 ○
手話講座（57の再掲） 社会福祉協議会 開催回数 回 - 10 ○
福祉サマースクール 社会福祉協議会 開催数 回 - 4 ○

障害者差別解消法の周知・啓発 障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○ 市HP掲載、パンフ配布

広報紙やHPによる障がい理解のための情報
提供

障害福祉課 実施の有無 - 有 有 ○
障害者週間に合わせ、障害
理解に関する内容を広報に
掲載

精神保健福祉ボランティア養成講座 社会福祉協議会 開催数 回 - 0 ×
新型コロナウイルスの流行に
より中止

点字ボランティア養成講座 社会福祉協議会 開催数 回 - 0 ×
H31から初級朗読講習会と隔
年実施としたため

初級朗読講習会 社会福祉協議会 開催数 回 - 6 ○
H31から点字ボランティア養
成講座と隔年実施とした

手話講座（57の再掲） 社会福祉協議会 開催回数 回 - 10 ○ R2はコロナで中止決定
福祉サマースクール 社会福祉協議会 開催数 回 - 4 ○
障害者差別解消法の周知・啓発 障害福祉課 実施の有無 - 有
広報紙やHPによる障がい理解のための情報
提供

障害福祉課 実施の有無 - 有

精神保健福祉ボランティア養成講座 社会福祉協議会 開催数 回 1
点字ボランティア養成講座 社会福祉協議会 開催数 回 5
福祉サマースクール 社会福祉協議会 開催数 回 4

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

63

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（１）福祉
活動の促
進

①啓発活
動の充実

理解の啓
発推進

　市民に障が
いや障がいの
ある人への理
解のための情
報を、広報紙、
ホームページ
等への掲載や
講演会・研修
会等の開催、
福祉サマース
クールなどに
よって提供し、
理解について
の普及啓発の
推進を図りま
す。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績）

障害者週間行事の開催 障害福祉課 行事開催の有無 - 有 無 ×

H29
（実績）

障害者週間行事の開催 障害福祉課 行事開催の有無 - 有 無 ×

業務繁忙期と重なり行事の開催は難
しいことから、障害者週間に合わせて
市HP等により県主催行事等の紹介を
行います。

H30
（実績）

障害者週間行事の紹介 障害福祉課 実績の有無 - 有 有 ○

障害者週間関連行事として、
地域活動支援センター作品
展及び精神障がい者家族の
ための講座の開催情報を県
の取りまとめにより内閣府HP
に掲載した。

H31
（実績） 障害者週間行事の紹介 障害福祉課 実績の有無 - 有 有 △

障害者週間についてHP、広
報に掲載。行事までは紹介
せず。

R2
（予定）

障害者週間行事の紹介 障害福祉課 実績の有無 - 有

夏季研修会で講座を開く。 教育支援課 研修回数 回 1 1 ○

各学校で年間計画を立て、研修を実施。 教育支援課 - - - - ○

障害理解に関する研修の実施 障害福祉課 研修の実施 回 1 0 △

Ｈ27は自立支援協で実施。
H28は市民対象精神障害理
解のこころのフォーラムには
複数の職員が参加

障害理解に関する文書の通知 障害福祉課 通知 回 1 1 ○

職員を対象に研修の実施について検討 総務課 - - - - ○

夏季研修会で講座を開く。 教育支援課 研修回数 回 1 1 ○

各学校で年間計画を立て、研修を実施。 教育支援課 - - - - ○

障害理解に関する研修の実施 障害福祉課 研修の実施 回 1 1 ○ 総務課と共催で実施

障害理解に関する文書の通知 障害福祉課 通知 回 1 1 ○

障碍者差別解消法に関する障がい特性理解の研修 総務課 職員 人 120 71 △ 今後実施した場合の参加率向上

夏季研修会で講座を開く。 教育支援課 研修回数 回 1 1 ○

各学校で年間計画を立て、研修を実施。 教育支援課 - - - - ○

障害理解に関する研修の実施 障害福祉課 研修の実施 回 1 1 ○
自立支援協議会と共催で、
市民向け研修を職員にも通
知、多数参加

障害理解に関する文書の通知 障害福祉課 通知 回 1 1 ○

職員を対象に研修の実施について検討 総務課 - - - - △ 効果的な研修の時期、対象を検討

市教委主催の研修会を開く。 教育支援課 研修回数 回 2 2 ○
特支校教員、外部講師等を
講師として実施

各学校で年間計画を立て、研修を実施。 教育支援課 - - - - ○

障害理解に関する研修の実施 障害福祉課 研修の実施 回 1 1 ○ 総務課と共催で実施

障害理解に関する文書の通知 障害福祉課 通知 回 1 1 ○

職員を対象に研修の実施について検討 総務課 - - - - ○
障害福祉課と共催で職員を
対象に研修を実施

市教委主催の研修会を開く。 教育支援課 研修回数 回 2

各学校で年間計画を立て、研修を実施。 教育支援課 - - -

障害理解に関する研修の実施 障害福祉課 研修の実施 回 1

障害理解に関する文書の通知 障害福祉課 通知 回 1

職員を対象に研修の実施について検討 総務課 研修の実施 回 1

65

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（１）福祉
活動の促
進

①啓発活
動の充実

職員等の
研修機会
の充実

　職員および教
職員を対象とし
た、障がい・障
がいのある人
に関する研修
への参加の機
会を設け、その
充実を図りま
す。

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

64

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（１）福祉
活動の促
進

①啓発活
動の充実

障害者週
間行事の
開催

　障害者週間
（12月３日～９
日）に合わせ
て、障害者週
間行事の開催
に取り組みま
す。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績） 各学校で障がい者理解、福祉教育を指導。 教育支援課 - - - - ○

H29
（実績） 各学校で障がい者理解、福祉教育を指導。 教育支援課 - - - - ○

H30
（実績） 各学校で障がい者理解、福祉教育を指導。 教育支援課 - - - - ○

H31
（実績） 各学校で障がい者理解、福祉教育を指導。 教育支援課 - - - - ○

R2
（予定） 各学校で障がい者理解、福祉教育を指導。 教育支援課 - - -

団体活動 社会福祉協議会 延べ人数 人 - 24,644 ○

個人活動 社会福祉協議会 延べ人数 人 - 7,400 ○

介護支援ボランティア 社会福祉協議会 延べ人数 人 - 2,396 ○

団体活動 社会福祉協議会 延べ人数 人 - 23,352 ○

個人活動 社会福祉協議会 延べ人数 人 - 7,906 ○

介護支援ボランティア 社会福祉協議会 延べ人数 人 - 2,438 ○

団体活動 社会福祉協議会 延べ人数 人 - 33,933 ○

個人活動 社会福祉協議会 延べ人数 人 - 8,573 ○

介護支援ボランティア 社会福祉協議会 延べ人数 人 - 3,045 ○

団体活動 社会福祉協議会 延べ人数 人 - 35,302 ○

個人活動 社会福祉協議会 延べ人数 人 - 8,573 ○

介護支援ボランティア 社会福祉協議会 延べ人数 人 - 2,570 ○

団体活動 社会福祉協議会 延べ人数 人 -

個人活動 社会福祉協議会 延べ人数 人 -

介護支援ボランティア 社会福祉協議会 延べ人数 人 -

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

小中学校にお
いて、障がい者
理解のため、
ボランティア活
動や福祉活動
などの充実を
図るとともに、
障がい者理解
の学習や障が
いのある人と
の交流教育を
進めるなどの
福祉教育を推
進します。

-

67

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（１）福祉
活動の促
進

②ボラン
ティア、Ｎ
ＰＯ活動
の促進

ボランティ
アセンター
活動の強
化

　ボランティア
活動や福祉Ｎ
ＰＯ活動を支援
するとともに、
ボランティアを
必要とする人と
の間をつなぐ
ボランティアセ
ンターの充実を
図ります。

-

66
（46
の再
掲）

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（１）福祉
活動の促
進

①啓発活
動の充実

障がい者
理解の促
進
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

手話奉仕員養成研修の実施 障害福祉課 講習修了者数 人
2

（4期障福計画）
2 ○

精神保健福祉ボランティア養成講座（63の再
掲）

社会福祉協議会 開催数 回 - 1 ○

点字ボランティア養成講座（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 - 5 ○

初級朗読講習会（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 - 6 ○

手話講座（57、63の再掲） 社会福祉協議会 開催回数 回 - 10 ○

福祉サマースクール（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 - 3 ○

手話奉仕員養成研修の実施 障害福祉課 講習修了者数 人
2

（4期障福計画）
2 ○

精神保健福祉ボランティア養成講座（63の再
掲）

社会福祉協議会 開催数 回 - 1 ○

点字ボランティア養成講座（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 - 5 ○

初級朗読講習会（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 - 6 ○

手話講座（57、63の再掲） 社会福祉協議会 開催回数 回 - 10 ○

福祉サマースクール（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 - 2 ○

手話奉仕員養成研修の実施 障害福祉課 講習修了者数 人
2

（5期障福計画）
8 ◎

精神保健福祉ボランティア養成講座（63の再
掲）

社会福祉協議会 開催数 回 - 1 ○

点字ボランティア養成講座（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 - 5 ○

初級朗読講習会（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 - 6 ○

手話講座（57、63の再掲） 社会福祉協議会 開催回数 回 - 13 ○

福祉サマースクール（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 - 4 ○

手話奉仕員養成研修の実施 障害福祉課 講習修了者数 人
2

（5期障福計画）
14 ◎

精神保健福祉ボランティア養成講座（63の再
掲）

社会福祉協議会 開催数 回 - 0 ×
新型コロナウイルスの流行に
より中止

点字ボランティア養成講座（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 - 0 ×
H31から初級朗読講習会と隔
年実施としたため

初級朗読講習会（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 - 6 ○
H31から点字ボランティア養
成講座と隔年実施とした

手話講座（57、63の再掲） 社会福祉協議会 開催回数 回 - 10 ○ R2はコロナで中止決定

福祉サマースクール（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 - 4 ○

手話奉仕員養成研修の実施 障害福祉課 講習修了者数 人
2

（5期障福計画）

精神保健福祉ボランティア養成講座（63の再
掲）

社会福祉協議会 開催数 回 1

点字ボランティア養成講座（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 5

福祉サマースクール（63の再掲） 社会福祉協議会 開催数 回 4

　ボランティア
センターなどに
おいて障がい
のある人とのコ
ミュニケーショ
ンの方法、人
権擁護意識に
ついての学習
等専門的な研
修等を行い、多
様なニーズに
対応できるよう
ボランティアの
育成を図りま
す。また、活動
しやすい環境
づくりを進めな
がら、組織的な
活動になって
いくように支援
し、地域に根づ
いた継続的な
活動の促進を
図ります。

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

68

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（１）福祉
活動の促
進

②ボラン
ティア、Ｎ
ＰＯ活動
の促進

ボランティ
アの育成
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績）

ボランティア情報誌発行 社会福祉協議会 発行回数 回 - 4 ○

H29
（実績）

ボランティア情報誌発行 社会福祉協議会 発行回数 回 - 4 ○

H30
（実績）

ボランティア情報誌発行 社会福祉協議会 発行回数 回 - 4 ○

H31
（実績）

ボランティア情報誌発行 社会福祉協議会 発行回数 回 - 4 ○

R2
（予定）

ボランティア情報誌発行 社会福祉協議会 発行回数 回 4

-69

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（１）福祉
活動の促
進

②ボラン
ティア、Ｎ
ＰＯ活動
の促進

ボランティ
ア情報の
充実

　広報紙「社協
しろい」やホー
ムページ、ボラ
ンティアセン
ター情報紙で
障がい者ニー
ズ等の紹介を
行い、住民啓
発とボランティ
ア登録者の増
強を図ります。
また、手話・朗
読等の障がい
者関連の各種
講座の開催に
つき、広く情報
提供を図りま
す。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

身体障害者相談員及び知的障害者相談員を
委嘱し、障害者の地域活動を促進する。

障害福祉課
身体・知的障害者相談員
の委嘱人数

人
2

（前年度実績）
2 ○

桜台地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 9 ○ サロン・食事会等
大山口地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 16 ○ サロン・食事会等
南山地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 51 ◎ サロン・食事会等
七次台地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 54 ◎ サロン・食事会等
清水口地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 37 ○ サロン・食事会等
池の上小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 11 ○ サロン・食事会等
第三小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 71 ◎ サロン・食事会等
第二小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 8 ○ サロン・食事会等
第一小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 63 ◎ サロン・食事会等

身体障害者相談員及び知的障害者相談員を
委嘱し、障害者の地域活動を促進する。

障害福祉課
身体・知的障害者相談員
の委嘱人数

人
2

（前年度実績）
2 ○

桜台地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 51 ◎ サロン・食事会等
大山口地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 16 ○ サロン・食事会等
南山地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 68 ◎ サロン・食事会等
七次台地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 55 ◎ サロン・食事会等
清水口地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 46 ○ サロン・食事会等
池の上小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 119 ◎ サロン・食事会等
第三小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 8 ○ サロン・食事会等
第二小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 8 ○ サロン・食事会等
第一小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 84 ◎ サロン・食事会等

身体障害者相談員及び知的障害者相談員を
委嘱し、障害者の地域活動を促進する。

障害福祉課
身体・知的障害者相談員
の委嘱人数

人
2

（前年度実績）
2 ○

桜台地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 51 ◎ サロン・食事会等
大山口地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 13 ○ サロン・食事会等
南山地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 45 ○ サロン・食事会等
七次台地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 57 ◎ サロン・食事会等
清水口地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 62 ◎ サロン・食事会等
池の上小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 102 ◎ サロン・食事会等
第三小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 39 ○ サロン・食事会等
第二小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 6 ○ サロン・食事会等
第一小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 80 ◎ サロン・食事会等

身体障害者相談員及び知的障害者相談員を
委嘱し、障害者の地域活動を促進する。

障害福祉課
身体・知的障害者相談員
の委嘱人数

人
2

（前年度実績）
2 ○

桜台地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 55 ◎ サロン・食事会等
大山口地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 14 ◎ サロン・食事会等
南山地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 65 ◎ サロン・食事会等
七次台地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 90 ◎ サロン・食事会等
清水口地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 92 ◎ サロン・食事会等
池の上小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 102 ◎ サロン・食事会等
第三小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 56 ◎ サロン・食事会等
第二小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 45 ◎ サロン・食事会等
第一小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回 - 72 ◎ サロン・食事会等

身体障害者相談員及び知的障害者相談員を
委嘱し、障害者の地域活動を促進する。

障害福祉課
身体・知的障害者相談員
の委嘱人数

人
2

（前年度実績）

桜台地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回
55

（前年度実績）
サロン・食事会等

大山口地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回
14

（前年度実績）
サロン・食事会等

南山地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回
65

（前年度実績）
サロン・食事会等

七次台地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回
90

（前年度実績）
サロン・食事会等

清水口地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回
92

（前年度実績）
サロン・食事会等

池の上小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回
（前年度実績）

サロン・食事会等

第三小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回
（前年度実績）

サロン・食事会等

第二小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回
45

（前年度実績）
サロン・食事会等

第一小地区社協 社会福祉協議会 開催回数 回
72

（前年度実績）
サロン・食事会等

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

70

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（１）福祉
活動の促
進

②ボラン
ティア、Ｎ
ＰＯ活動
の促進

地域ぐる
み福祉
ネットワー
ク事業の
促進

　地区社会福
祉協議会（市
内７地区）によ
る「いきいきサ
ロン」など、地
域の特性を活
かした地域ぐる
み福祉ネット
ワークの促進
を図ります。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績）

公園施設の修繕 都市計画課 修繕したベンチ数 基 - 13 ○

専門業者による施設安全点
検結果に基づいて、施設の
修繕を行うため、目標値は設
定できない。

H29
（実績）

公園施設の修繕 都市計画課 修繕したベンチ数 基 - 6 ○
異常のある施設を早期発見し、修繕
に努める。

H30
（実績） 公園施設の修繕 都市計画課 修繕した施設数 基 - 6 ○

指標をベンチのみとしている
ためベンチ数を施設数に変
更

H31
（実績） 公園施設の修繕 都市計画課 修繕した施設数 基 - 30 ○

引き続き、異常のある施設を早期発
見し、修繕に努める。

R2
（予定）

公園施設の修繕 都市計画課 修繕した施設数 基 -

庁舎整備工事(本庁舎)による次の事項の整
備等…ｽﾛｰﾌﾟ､点字床材､音声ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ､昇降
機､手摺､　身障者用駐車場､身障者用ﾄｲﾚ(ｵｽ
ﾄﾒｲﾄ付)､　授乳室､車ｲｽ対応ﾛｰｶｳﾝﾀｰ

管財契約課
完成時の整備、設置等の
有無

- 整備済 整備済 ◎

池の上小学校西側校門前スロープ設置 教育総務課 学校数 校 1 1 ○

庁舎整備工事(東庁舎)による次の事項の整
備等…ｽﾛｰﾌﾟ､点字床材､音声ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ､昇降
機､手摺､　身障者用駐車場､身障者用ﾄｲﾚ(ｵｽ
ﾄﾒｲﾄ付)､　車ｲｽ用傍聴席､車ｲｽ対応ﾛｰｶｳﾝ
ﾀｰ

管財契約課
完成時の整備、設置等の
有無

- 整備済 整備済 ◎

桜台小学校職員玄関スロープ設置 教育総務課 学校数 校 1 1 ○

大山口中学校新図書室スロープ・多目的トイ
レ設置

教育総務課 学校数 校 1 1 ○

H30
（実績）

七次台小学校新図書室スロープ・多目的トイ
レ設置

教育総務課 学校数 校 1 1 ○

建物の大規模な改修時に併せてﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化
やﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝに配慮した整備とする。

公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
課

- - - - ○
個別施設計画策定中につ
き、大規模改修の予定なし

学校施設の個別施設計画について
は、令和2年度中に策定予定。
学校施設以外の個別施設計画につい
ては、令和3年度末までに策定予定。

七次台中学校校舎多目的トイレ設置 教育総務課 学校数 校 1 0 ×
新型コロナウイルス感染症
の影響により延期

令和２年度内に完了予定

池の上小学校校舎多目的トイレ設置 教育総務課 学校数 校 1

七次台中学校校舎多目的トイレ設置 教育総務課 学校数 校 1

建物の大規模な改修時に併せてﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化
やﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝに配慮した整備とする。

公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
課

- - -
個別施設計画策定中につ
き、大規模改修の予定なし

H28
（実績） 市窓口でのPR 建築宅地課 - - - - ○

H29
（実績） 市窓口でのPR 建築宅地課 - - - - ○ 引き続きPRをしていく

H30
（実績） 市窓口でのPR 建築宅地課 - - - - ○ 引き続きPRをしていく

H31
（実績） 市窓口でのPR 建築宅地課 - - - - ○ 引き続きPRをしていく

R2
（予定） 市窓口でのPR 建築宅地課 - - -

H28
（実績）

H29
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

73

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（２）バリア
フリー、ユ
ニバーサ
ルデザイ
ンの推進

①外出環
境の整備
（福祉のま
ちづくり）

民間建築
物におけ
る福祉的
配慮の推
進

　民間の建設
関係事業者に
ＰＲを行うととも
に、新設する建
築物に関して
千葉県福祉の
まちづくり条例
への適合を要
請していきま
す。

72

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（２）バリア
フリー、ユ
ニバーサ
ルデザイ
ンの推進

①外出環
境の整備
（福祉のま
ちづくり）

公共施設
のバリアフ
リー、ユニ
バーサル
デザイン
の推進

　身体障がい
者等の自立と
積極的な社会
参加を支援・促
進するため、誰
もが利用する
建築物におい
て、バリアフ
リー新法と千葉
県福祉のまち
づくり条例に基
づき身体障が
い者等が安全
に安心して利
用できるような
整備を推進し
ます。

-

-

71

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（２）バリア
フリー、ユ
ニバーサ
ルデザイ
ンの推進

①外出環
境の整備
（福祉のま
ちづくり）

都市公園
の整備

　障がいのある
人を含めたす
べての人々
が、安全、快適
に利用できる
公園づくりに努
めます。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績） 白井駅周辺道路バリアフリー対策 道路課 - - - - ○ 点字ブロック改修

H29
（実績）

南山小・中学校周辺道路バリアフリー対策 道路課 - - - - ○
歩道の切下げ、点字ブロック
改修

駅周辺のバリアフリー化は完了。
その他地域については、道路修繕工
事等に併せて、バリアフリー化を実
施。

H30
（実績） 第三小周辺道路バリアフりー対策 道路課 - - - - ○ 歩道の新設

H31
（実績） （この年度は予定なし） - - - - - - 実施事項なし

R2
（予定） （この年度は予定なし） - - - -

H28
（実績）

循環バスの運行委託 都市計画課 運行日数 日 293 293 ○

H29
（実績）

循環バスの運行委託 都市計画課 運行日数 日 293 293 ○

　指標については、循環バス
の充実は、利用者数などの
数値だけでは図れないため、
移動手段の確保の観点から
運行日数とした。

　地域公共交通全体での充実を目指
し、策定した白井市地域公共交通網
形成計画に基づき、民間路線バスと
の役割分担のもと、持続可能で利便
性の高い公共交通網を確立できるよ
う、循環バスの充実を図っていく。

H30
（実績）

循環バスの運行委託 都市計画課 運行日数 日 292 292 ○
　引き続き、地域公共交通網形成計
画に基づき、循環バスの充実に向け
て検討する。

H31
（実績）

循環バスの運行委託 都市計画課 運行日数 日 290 290 ○

引き続き、地域公共交通網形成計画
に基づき、循環バスの充実に向けて
検討するとともに、より市内全体の公
共交通の利便性を向上するため、ナッ
シー号のルートを見直す。

R2
（予定） 循環バスの運行委託 都市計画課 運行日数 日 293

H28
（実績） 実施なし - - - - - ×

H29
（実績） 実施なし - - - - - ×

H30
（実績） 路上ゴミ置き場の占用について 道路課 - - - - △ 環境課と協議

H31
（実績） （この年度は予定なし） - - - - - - 実施事項なし

R2
（予定） （この年度は予定なし） - - - -

H28
（実績） 窓口や関係機関での周知 産業振興課 - - - - ○

H29
（実績） 窓口や関係機関での周知 産業振興課 - - - - ○

H30
（実績） 窓口や関係機関での周知 産業振興課 - - - - ○

H31
（実績） 窓口や関係機関での周知 産業振興課 - - - - ○

R2
（予定）

窓口や関係機関での周知 産業振興課 - - -

-77

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（２）バリア
フリー、ユ
ニバーサ
ルデザイ
ンの推進

①外出環
境の整備
（福祉のま
ちづくり）

バリアフ
リーの商
環境づくり

　商業施設や
そこまでの経
路のバリアフ
リー化を進め、
買い物がしや
すい環境づくり
を進めます。

-

76

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（２）バリア
フリー、ユ
ニバーサ
ルデザイ
ンの推進

①外出環
境の整備
（福祉のま
ちづくり）

路上放置
物等障害
物の解消

　障がいのある
人が歩道を安
全に安心して
通行できるよ
う、関係機関と
協力して不法
占有物の撤去
を行うととも
に、歩行空間
の確保に努め
ます。

-

75

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（２）バリア
フリー、ユ
ニバーサ
ルデザイ
ンの推進

①外出環
境の整備
（福祉のま
ちづくり）

循環バス
の充実

　障がいのある
人を含めた交
通弱者の日常
生活における
移動手段を確
保するため、循
環バスの充実
を図ります。

74

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（２）バリア
フリー、ユ
ニバーサ
ルデザイ
ンの推進

①外出環
境の整備
（福祉のま
ちづくり）

交通安全
施設等の
整備

　障がいのある
人や高齢者が
道路を安全に
通行できるよ
う、歩道の新
設、視覚障が
い者誘導ブロッ
クの敷設、歩道
の段差や勾配
の改良、音響
式信号機等の
整備を、関係
機関と協力しな
がら計画的に
推進します。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績） 住宅リフォーム無料相談会の実施 建築宅地課 相談会利用者数 人 12 5 ○

H29
（実績） 住宅リフォーム無料相談会の実施 建築宅地課 相談会利用者数 人 12 8 ○ 毎月１回開催、事前予約制 引き続き、毎月１回開催を予定

H30
（実績） 住宅リフォーム無料相談会の実施 建築宅地課 相談会利用者数 人 12 11 ○ 毎月１回開催、事前予約制 引き続き、毎月１回開催を予定

H31
（実績） 住宅リフォーム無料相談会の実施 建築宅地課 相談会利用者数 人 12 11 ○ 毎月１回開催、事前予約制 引き続き、毎月1回開催を予定

R2
（予定） 住宅リフォーム無料相談会の実施 建築宅地課 相談会利用者数 人 12 毎月１回開催、事前予約制

H28
（実績）

身体障害者等住宅改造費助成の決定につい
て

障害福祉課 支給件数 件 4 2 ○

H29
（実績）

身体障害者等住宅改造費助成の決定につい
て

障害福祉課 支給件数 件 4 1 ○

H30
（実績）

身体障害者等住宅改造費助成の決定につい
て

障害福祉課 支給件数 件 4 3 ○

H31
（実績）

身体障害者等住宅改造費助成の決定につい
て

障害福祉課 支給件数 件 4 2 ○

R2
（予定）

身体障害者等住宅改造費助成の決定につい
て

障害福祉課 支給件数 件 4

H28
（実績） 防災訓練のアナウンス等の手話通訳 危機管理課 - - - - ○

防災訓練のアナウンス等の手話通訳 危機管理課 - - - - ○

障害者団体との協議・啓発 危機管理課 - - - - ○
聴覚障害者団体と協議・啓
発

依頼があった際に実施

H30
（実績） 防災訓練のアナウンス等の手話通訳 危機管理課 - - - - ○ 手話通訳を配置

H31
（実績） 防災訓練のアナウンス等の手話通訳 危機管理課 - - - - ○ 手話通訳を配置

R2
（予定） 防災訓練のアナウンス等の手話通訳 危機管理課 - - -

H29
（実績）

-

80

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（３）防災・
防犯等対
策の推進

①防災・
防犯等対
策の推進

防災知識
の普及

　障がいのある
人および介助
者等の防災に
関する知識の
普及を図るた
め、パンフレッ
ト、市広報紙等
による啓発や
防災訓練を行
います。また、
災害時に障が
いのある人が
安全に避難で
きるよう、防災
訓練への参加
の促進を図り
ます。

-

79

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（２）バリア
フリー、ユ
ニバーサ
ルデザイ
ンの推進

②住宅バ
リアフリー
の促進

住宅改造
費助成制
度の推進

　障がいのある
人が在宅で快
適に日常生活
を営み、自立お
よび介助に適
した環境を実
現できるよう、
浴室、トイレ、
廊下等の改造
に要する費用
の一部を助成
し、住環境の充
実を図ります。

78

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（２）バリア
フリー、ユ
ニバーサ
ルデザイ
ンの推進

②住宅バ
リアフリー
の促進

住宅増改
築相談の
実施

　障がいのある
人が生活しや
すいように工夫
された住宅の
整備を進めら
れるよう、住宅
増改築相談の
充実と推進に
努めます。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績） 消防救急通信指令システムの啓発 障害福祉課 - - - - ○ 窓口で必要時案内

H29
（実績）

消防救急通信指令システムの啓発 障害福祉課 - - - - ○
窓口で必要時案内・チラシの
見直し

当該事業について、本計画に記載し
ている意図が不明であり、また必要と
思われないため、次回の計画見直し
時に当該事業の削除が必要と思われ
る。

H30
（実績）

消防救急通信指令システムの啓発 障害福祉課 - - - - ○
窓口で必要時案内・チラシの
見直し

当該事業について、本計画に記載し
ている意図が不明であり、また必要と
思われないため、次回の計画見直し
時に当該事業の削除が必要と思われ
る。

H31
（実績） 消防救急通信指令システムの啓発 障害福祉課 - - - - ○

窓口で必要時案内・チラシの
見直し

救急キットやネット119、避難行動要支
援者名簿と重複する部分もあるため、
見直しが必要

R2
（予定） 消防救急通信指令システムの啓発 障害福祉課 - - -

防災訓練の実施 危機管理課 - - - - ○

自主防災組織への防災資器材の交付 危機管理課 - - - - ○

避難行動要支援者名簿の更新 危機管理課 - - - - ○

防災訓練の実施 危機管理課 - - - - ○

自主防災組織への防災資器材の交付 危機管理課 - - - - ○

避難行動要支援者名簿の更新 危機管理課 - - - - ○
83番の事業と重複しているた
め、計画見直し時に事業内
容の修正を要する。

防災訓練の実施 危機管理課 - - - - ○

自主防災組織への防災資器材の交付 危機管理課 - - - - ○

避難行動要支援者名簿の更新 危機管理課 - - - - ○
83番の事業と重複しているた
め、計画見直し時に事業内
容の修正を要する。

個別支援計画に係る関係課協議 危機管理課 - - - - ○

防災訓練の実施 危機管理課 - - - - ○

自主防災組織への防災資器材の交付 危機管理課 - - - - ○

避難行動要支援者名簿の更新 危機管理課 - - - - ○

避難行動要支援者名簿の配布 危機管理課 - - - - △ 配布準備完了だが、未配布 配布について地域へ周知を図る

防災訓練の実施 危機管理課 - - -

自主防災組織への防災資器材の交付 危機管理課 - - -

避難行動要支援者名簿の更新 危機管理課 - - -

避難行動要支援者名簿の配布 危機管理課 - - -

-

H28
（実績）

H29
（実績）

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

82

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（３）防災・
防犯等対
策の推進

①防災・
防犯等対
策の推進

地域防災
コミュニ
ティを主体
とした地域
障がい者
支援策の
確立

　地域の住民
がお互いに協
力しあい、地域
全体の安全を
守るという意識
の高揚と自発
的な防災活動
を促進して自
主防災組織の
設立を図り、福
祉関係者、消
防機関および
自主防災組織
等が連携、協
力しながら地域
内の避難行動
要支援者（災
害時要援護
者）の把握に努
め、地域におけ
る障がいのあ
る人の救護体
制の確立を図
ります。

81

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（３）防災・
防犯等対
策の推進

①防災・
防犯等対
策の推進

緊急通報
体制の整
備

　消防緊急通
信指令システ
ムの活用によ
り緊急時の支
援活動および
災害時におけ
る救援活動が
円滑・迅速に実
施できるよう、
体制の整備に
努めます。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績）

避難行動要支援者名簿の更新（82の再掲） 危機管理課 - - - - ○

H29
（実績）

避難行動要支援者名簿の更新（82の再掲） 危機管理課 - - - - ○
82番の事業と重複しているた
め、計画見直し時に事業内
容の修正を要する。

H30
（実績）

避難行動要支援者名簿の更新（82の再掲） 危機管理課 - - - - ○
82番の事業と重複しているた
め、計画見直し時に事業内
容の修正を要する。

避難行動要支援者名簿の更新（82の再掲） 危機管理課 - - - - ○

災害時要援護者避難支援プラン全体計画の
修正

危機管理課 - - - - ○ 修正完了

R2
（予定） 避難行動要支援者名簿の更新（82の再掲） 危機管理課 - - -

H28
（実績） 実施なし - - - - - ×

H29
（実績）

福祉用具等物資の供給等協力に関する協定
締結

危機管理課 - - - - ◎

H30
（実績） 締結済み協定の継続 危機管理課 - - - - ○

H31
（実績） 締結済み協定の継続 危機管理課 - - - - ○

R2
（予定） 締結済み協定の継続 危機管理課 - - -

H28
（実績） 福祉避難所の設置運営に関する協定に関す

る協議
危機管理課 - - - - ○

H29
（実績）

福祉避難所の設置運営に関する協定締結 危機管理課 - - - - ○

H30
（実績）

締結済み協定の継続 危機管理課 - - - - ○

H31
（実績）

締結済み協定の継続 危機管理課 - - - - ○

R2
（予定）

締結済み協定の継続 危機管理課 - - -

-85

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（３）防災・
防犯等対
策の推進

①防災・
防犯等対
策の推進

避難所に
おける配
慮の充実
等

　障がいのある
人が、避難所
において、必要
な介護やプライ
バシーの保護
を確保できるよ
う配慮するとと
もに、仮設住宅
への優先的な
入居に努めま
す。また、災害
発生時の、障
がいによる要
支援者を対象
とした福祉避難
所の開設を検
討し、市内・近
隣の障害者支
援施設等と協
定を締結してい
きます。

○

H31
（実績）

84

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（３）防災・
防犯等対
策の推進

①防災・
防犯等対
策の推進

供給協定
の締結

　災害発生によ
り被災した障が
い・病気のある
人等が必要と
する医療品や
器具等につい
て、関係機関と
あらかじめ供
給協定の締結
等を行い、確保
に努めます。

-

83

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（３）防災・
防犯等対
策の推進

①防災・
防犯等対
策の推進

名簿・「個
別支援計
画」の作
成

　避難行動要
支援者(災害時
要援護者)対象
者名簿の整
備・項目の加
除を行います。
また、要支援
（要援護）者の
個別支援計画
の策定を進
め、システム改
修と合わせて
対象者からの
同意確認を行
います。
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績） 市民向け「なるほど行政講座」などの利用促

進を図る
障害福祉課 - - - - △

ＨＰでの案内。団体宛に個別
に案内などは実施せず

H29
（実績） 市民向け「なるほど行政講座」などの利用促

進を図る
障害福祉課 - - - - △

ＨＰでの案内。団体宛に個別
に案内などは実施せず

必要時、障害者団体等へなるほど行
政講座の情報提供をする

敬老会、自治会、地区社協等で防犯講話 市民活動支援課 - - - - ○
要請に応じて随時防犯講話
を実施

引き続き要請に応じて防犯講話を実
施する

犯罪発生状況等防犯情報の提供 市民活動支援課 - - - - ○
ＨＰ、広報紙、安全安心メー
ル等で防犯情報を発信

引き続き犯罪発生状況等の情報発信
を実施する

市民向け「なるほど行政講座」などの利用促
進を図る

障害福祉課 - - - - △
ＨＰでの案内。団体宛に個別
に案内などは実施せず

必要時、障害者団体等へなるほど行
政講座の情報提供をする

敬老会、自治会、地区社協等で防犯講話 市民活動支援課 - - - - ○
要請に応じて随時防犯講話
を実施

引き続き要請に応じて防犯講話を実
施する

犯罪発生状況等防犯情報の提供 市民活動支援課 - - - - ○
ＨＰ、広報紙、安全安心メー
ル等で防犯情報を発信

引き続き犯罪発生状況等の情報発信
を実施する

市民向け「なるほど行政講座」などの利用促
進を図る

障害福祉課 - - - - ○

HPに加え、障がい当事者・支
援者・事業者等からの相談
に応じて講座の実施を提案し
た。ただし防犯関係の実施は
なし。

必要時、障害者団体等へなるほど行
政講座の情報提供をする

敬老会、自治会、地区社協等で防犯講話 市民活動支援課 - - -
要請に応じて随時防犯講話
を実施

犯罪発生状況等防犯情報の提供 市民活動支援課 - - -
ＨＰ、広報紙、安全安心メー
ル等で防犯情報を発信

市民向け「なるほど行政講座」などの利用促
進を図る

障害福祉課 - - - 要請に応じて、講座を実施

H30
（実績）

H31
（実績）

R2
（予定）

86

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（３）防災・
防犯等対
策の推進

①防災・
防犯等対
策の推進

犯罪被害
防止の普
及

　障がいのある
人が犯罪被害
に遭わないた
めの知識を習
得できるよう、
「なるほど行政
講座」などの利
用促進を図り
ます。

-
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単位実施事項 担当課等通番 基本目標
施策の
方向

施策 事業等 内容
重点
取組

年度 備考 今後の方針(改善点)実績の指標 目標値・見込値 実績値
自課評価
（選択）

H28
（実績）

消費生活相談 産業振興課 相談件数 人 - 343 ○
案件があった場合には関係
課と連携していく

H29
（実績）

消費生活相談 産業振興課 相談件数 人 - 341 ○
案件があった場合には関係
課と連携していく

現状のまま継続

H30
（実績）

消費生活相談 産業振興課 相談件数 人 - 415 ○
案件があった場合には関係
課と連携していく

現状のまま継続

H31
（実績）

消費生活相談 産業振興課 相談件数 人 - 379 ○
案件があった場合には関係
課と連携していく

現状のまま継続

R2
（予定）

消費生活相談 産業振興課 相談件数 人 -
案件があった場合には関係
課と連携していく

87

３　快適で
人にやさし
いまちづく
りの推進

（３）防災・
防犯等対
策の推進

②消費生
活相談の
実施

消費生活
相談等の
実施

　消費生活セン
ターで、窓口での
相談の他、電話
での相談も受け
付ける消費生活
相談を継続し、
障がいのある人
も含めたすべて
の市民の消費生
活全般について
の相談や苦情を
受け付け、解決
を支援します。ま
た、広報紙、ホー
ムページ、消費
者だより等で消
費者被害の事例
情報、悪質商法
の手口等に関す
る情報、訪問や
勧誘による販売
やネットショッピ
ング等の留意点
等の消費生活に
関する情報提供
を行うほか、消
費者講座を開催
します。

-
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